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1. 概要 

施設の供用中に耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による地震動（以下，

「基準地震動ＳＳ」という。）は，以下の方針により策定することとする。 

まず，敷地周辺における活断層の性質や敷地周辺における地震発生状況等を考慮して，その発

生様式による地震の分類を行った上で，敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下，

「検討用地震」という。）を選定した後，敷地での地震動評価を行い，「敷地ごとに震源を特定

して策定する地震動」を評価する。 

次に，敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお敷地近傍において発生

する可能性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価し得るとは言い切れないとの観点から，

「震源を特定せず策定する地震動」を評価する。 

最後に，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」

の評価結果に基づき，基準地震動ＳＳを策定する。 

 

2. 敷地周辺の地震発生状況 

発電所が位置する茨城県周辺は，陸のプレート，太平洋プレート，フィリピン海プレートの３

つのプレートが接触する場所である。敷地周辺で発生する地震は，内陸地殻内地震，各プレート

間で発生する地震，太平洋プレートやフィリピン海プレートの海洋プレート内で発生する地震に

分類される。 

 

2.1 過去の被害地震 

第2－1図は，「日本被害地震総覧」（１）及び「気象庁地震カタログ」（２）に記載されている

被害地震のうち，敷地からの震央距離が200km程度以内の被害地震の震央分布を示したもので

ある。また，第2－1図に示した主な被害地震の諸元を第2－1表に示す。 

ここで，地震の規模及び震央位置は，1884年以前の地震については「日本被害地震総覧」（１）

を，1885年以降1922年までの地震については「宇津カタログ（1982）」（３）を，1923年以降の

地震については「気象庁地震カタログ」（２）を用いる。 

 

2.2 敷地周辺の地震活動 

「気象庁地震カタログ」（２）に示されている1923年から2016年3月までの地震のうち，敷地

から約200km以内の範囲で発生したＭ4.0以上の地震の震央分布を第2－2図，震源の鉛直分布を

第2－3図に示す。 

さらに，1923年から2016年3月までの地震のうち，敷地から約100km以内の範囲で発生したＭ

4.0以下の地震の震央分布を第2－4図，震源の鉛直分布を第2－5図に示す。 

 

3. 活断層の分布状況 

敷地周辺の活断層等の分布を第3－1図に示す。 

 

4. 地震の分類 
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第4－1表に示す「気象庁震度階級関連解説表」（４）によれば，地震によって建物等に被害が発

生するのは震度5弱（1996年以前は震度Ⅴ）程度以上であることから，「2. 敷地周辺の地震発

生状況」による地震の規模，位置等に関する最新の知見をもとに，敷地に大きな影響を与える地

震として，震度5弱程度以上のものを地震発生様式別に選定する。 

「日本被害地震総覧」（１）に記載されている震度分布図及び気象庁から公表されている震度分

布図によれば，第2－1図の地震のうち，敷地周辺で震度5弱（震度Ⅴ）程度以上であったと推定

される地震は，1895年霞ヶ浦付近の地震，1923年関東大地震，1930年那珂
な か

川下流域の地震，1938

年塩屋崎
し お やざ き

沖の地震，1938年鹿島灘
か し まな だ

の地震，1938年福島県東方沖地震，2011年東北地方太平洋沖地

震の本震及び同日15時15分に発生した余震である。 

また，第2－1図の地震のうち，敷地及びその周辺での震度等が明らかでない地震については，

第4－1図に示すように，地震の規模及び震央距離と震度との関係（５）（６）から敷地での震度を推

定した。これによれば，敷地周辺で震度5弱（震度Ⅴ）程度以上であったと推定される地震は，

818年関東諸国の地震，1677年磐城
い わ き

・常陸
ひ た ち

・安房
あ わ

・上総
か ず さ

・下総
しもうさ

の地震，1896年鹿島灘の地震及び

1921年茨城県龍ヶ崎
りゅうがさき

付近の地震である。 

 

4.1 内陸地殻内地震 

第2－1図に示す過去の被害地震のうち，敷地周辺で震度5弱（震度Ⅴ）程度以上であったと

推定される内陸地殻内地震は，818年関東諸国の地震である。 

次に，「3. 活断層の分布状況」の活断層等について，想定される地震の規模及び震央距離

と震度との関係から敷地での震度を推定し，第4－2図に示す。ここで，活断層等から想定され

る地震の規模は，松田（1975）（７）により算定する。第4－2図に示すように，敷地周辺で震度

5弱（震度Ⅴ）程度以上になると推定される地震は，棚
たな

倉
くら

破
は

砕
さい

帯
たい

西
せい

縁
えん

断層（の一部）～棚
たな

倉
くら

破
は

砕
さい

帯
たい

東
とう

縁
えん

付近の推定活断層の同時活動による地震（以下，「棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近

の推定活断層による地震」という。），関
せき

口
ぐち

－米
よね

平
だいら

リニアメントによる地震，竪破
たつわれ

山南西付

近リニアメントによる地震（以下，「竪破山リニアメントによる地震」という。），日立
ひ た ち

市宮
みや

田
た

町付近リニアメントによる地震（以下，「宮田町リニアメントによる地震」という。），Ｆ

１断層～北方
ほっぽう

陸域
りくいき

の断層～塩
しお

ノ
の

平
ひら

地震断層の同時活動による地震（以下，「Ｆ１断層～北方陸

域の断層～塩ノ平地震断層による地震」という。），Ｆ３断層～Ｆ４断層の同時活動による地

震（以下，「Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震」という。），Ｆ８断層による地震，Ｆ１６断層

による地震，Ａ－１背斜による地震，関
せき

谷
や

断層による地震，深
ふか

谷
や

断層帯・綾
あや

瀬
せ

川
がわ

断層による地

震，Ｆ１１断層による地震である｡ 

なお，断層長さの短い，関口－米平リニアメントによる地震，竪破山リニアメントによる地

震，宮田町リニアメントによる地震，Ｆ１１断層による地震の規模については，Ｍ6.8として

評価する。 

 

4.2 プレート間地震 

第2－1図に示す過去の被害地震のうち，敷地周辺で震度5弱（震度Ⅴ）程度以上であったと

推定されるプレート間地震は，1677年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震，1896年鹿島灘の
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地震，1923年関東大地震，1930年那珂川下流域の地震，1938年塩屋崎沖の地震，1938年鹿島灘

の地震，1938年福島県東方沖地震，2011年東北地方太平洋沖地震の本震及び同日15時15分に発

生した余震である。これらのうち，1923年関東大地震はフィリピン海プレートと陸側のプレー

トの境界で発生したプレート間地震であるが，それ以外の地震は太平洋プレートと陸側のプレ

ートの境界で発生したプレート間地震である。 

また，中央防災会議（2013）（８）では，フィリピン海プレートと北米プレートとの境界の地

震として，茨城県南部を震源とするＭ7.3のプレート間地震が想定されている。さらに，地震

調査研究推進本部（2012a）（９）では，茨城県沖でＭ6.9～Ｍ7.6のプレート間地震が想定され

ている。 

 

4.3 海洋プレート内地震 

第2－1図に示す過去の被害地震のうち，敷地周辺で震度5弱（震度Ⅴ）程度以上であったと

推定される海洋プレート内の地震は，1895年霞ヶ浦付近の地震及び1921年茨城県龍ヶ崎付近の

地震である。首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（2012）（１０）では，1895年霞ヶ浦付

近の地震は太平洋プレート内で発生した地震であり，1921年茨城県龍ヶ崎付近の地震はフィリ

ピン海プレート内で発生した地震であることが指摘されている。 

また，中央防災会議（2004）（１１）では，茨城県南部のフィリピン海プレート内を震源とす

るＭ7.3の海洋プレート内地震が想定されている。さらに，中央防災会議（2013）（８）に基づ

けば，茨城県南部においてＭ7.3の海洋プレート内地震を想定できる。また，地震調査研究推

進本部（2009a）（１２）では，「震源断層を予め特定しにくい地震」として北関東から東北地方

の陸域にかけて，太平洋プレート内を震源とするＭ7.1の海洋プレート内地震，茨城県沖の太

平洋プレート内を震源とするＭ7.3の海洋プレート内地震が想定されている。さらに，地震調

査研究推進本部（2009a）（１２）では，茨城県沖の海溝寄りの太平洋プレート内を震源とするＭ

8.2の海洋プレート内地震が想定されている。 

 

4.4 その他の地震 

敷地周辺において，上記3種類の地震のいずれにも分類されない特徴的な地震は発生してい

ない。 

 

5. 敷地及び敷地近傍の地盤振動特性 

5.1 解放基盤表面の設定 

敷地内で実施した地質調査結果によると，敷地では新第三系鮮新統～第四系下部更新統の久

米層がほぼ水平で相当な拡がりを有し，EL.－400m付近まで分布していることを確認しており，

EL.－370m以深ではＳ波速度が0.7km／s以上で著しい風化が見られないことから，EL.－370mの

位置に解放基盤表面を設定する。なお，地震動評価のうち応答スペクトルに基づく手法にお

いて，解放基盤表面での地盤の弾性波速度値については，ＰＳ検層結果を踏まえ，Ｐ波速度

を2.0km／s，Ｓ波速度を0.7km／sと設定する。 
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5.2 地震観測 

敷地地盤における地震観測は，第5－1図に示す位置で実施している｡ 

 

5.3 敷地周辺の地盤構造 

第5－2図に示す重力異常分布（１３）によると，敷地の北西部には重力の急変部が，敷地西側

及び南側には船底状の構造が見られる。これらは，基盤が深さ4km程度に達する不整形地盤が

存在するためである。これらの不整形地盤が，敷地の地震動に与える影響について，地震観測

記録の分析及び地盤モデルを用いた解析により検討した。 

地震観測記録の分析には，第5－3図に震央位置を示す地震波の到来方向ごとに応答スペクト

ル比を比較した結果，第5－4図に示すように到来方向による大きな違いは見られず，ばらつき

も小さいことを確認した。 

また，敷地及び敷地周辺で実施した屈折法地震探査及び微動アレイ探査結果等に基づき作成

した第5－5図に示す２次元地盤モデルを用いて，敷地の解放基盤表面における地震動について

検討した。 

２次元地盤モデルを用いた解析結果では，第5－6図に示すように敷地周辺において特異な増

幅を示す傾向は見られず，第5－7図に示すように敷地直下の地盤構造に基づく成層モデルによ

る解析結果を下回ることを確認した。 

これらの結果により，敷地直下の地下構造は水平成層構造と見なして地震動が評価できるこ

とを確認した。 

なお，２次元地盤モデルを用いた解析結果（ＮＳ断面，周期１秒程度）には，後続波が励起

される特徴が見られ，また図3.5－8に示すように敷地で得られた複数の地震観測記録にも同様

の特徴が見られており，解析結果と観測記録が整合的であることを確認した。 

 

5.4 地下構造モデル 

地震動評価に用いる地下構造モデルは，以下の通り設定する。 

速度構造及び密度については，深さ1,000mのボーリング調査結果を基に設定する。減衰定数

については，解放基盤表面から地震基盤までは信岡他（2012）（１４），地震基盤以深は佐藤他

（1994）（１５）に基づき設定する。設定した地下構造モデルを第5－1表に示す。 

 

6. 基準地震動ＳＳ 

基準地震動ＳＳは，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定

する地震動」について，敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれ

ぞれ策定する。 

 

6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

「4. 地震の分類」を踏まえ，地震発生様式ごとに敷地に特に大きな影響を及ぼすと考えら

れる地震をNoda et al.（2002）（１６）の方法により検討用地震として選定する。Noda et al.

（2002）（１６）の方法による応答スペクトルの算定に当たっては，震源位置や地震の発生様式
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ごとに分類した地震観測記録を用いた補正係数を必要に応じて用いる。具体的には，敷地で観

測した地震のうち，Ｍ5.3以上かつ震央距離200km以内の観測記録について，表層地盤の影響を

取り除き解放基盤表面における地震波（以下，「解放基盤波」という。）を評価し， Noda et 

al.（2002）（１６）の方法による応答スペクトルとの比（以下，「残差」という。）を算出する。

そして，地震発生様式や震源領域に応じた残差の平均的な特性を検討し，必要に応じて補正係

数として用いる。 

次に，検討用地震について，基本震源モデルの設定，不確かさを考慮するパラメータの選定

を行い，検討用地震の地震動評価を行う。 

 

6.1.1 内陸地殻内地震 

6.1.1.1 検討用地震の選定 

(1) 地震観測記録を用いた補正係数 

内陸地殻内地震の残差によると，福島県と茨城県の県境付近で発生した地震には，短

周期側において水平方向で1.4倍程度，鉛直方向で1.7倍程度大きくなる傾向が見られる

ことから，この領域で発生する地震については，短周期側で2倍の補正係数を考慮する。

なお，これ以外の領域における内陸地殻内地震については，残差の傾向を踏まえ，観測

記録の応答スペクトル比に基づく補正係数や Noda et al.（2002）（１６）による内陸地

殻内地震に対する補正を考慮しない。 

内陸地殻内地震の残差と設定した補正係数を第6－1図に示す。 

(2) 地震発生層の設定 

活断層等については，地震発生層の上端深さと下端深さより断層幅を仮定し，断層長

さと断層幅から断層モデルを設定する。 

地震発生層の設定の際には，2011年東北地方太平洋沖地震後に地震活動が活発になっ

た地域にも着目し，地震発生層の地域性を考慮して設定する。 

a. 福島県と茨城県の県境付近以外の断層に対する地震発生層の設定 

「気象庁地震カタログ」（２）をもとに 「震源として考慮する活断層の分布」と概

ね対応する福島県南部から茨城県南部までの領域における地震発生状況について，地

震の震源鉛直分布から求められるＤ１０，Ｄ９０（その値より震源深さが浅い地震数

がそれぞれ全体の10％，90％となる震源深さ）を検討した結果，それぞれ5.2km，

12.3kmとなった。 

しかしながら，上記の検討は，2011年東北地方太平洋沖地震以降，福島県と茨城県

の県境付近で地震活動が活発化した影響を受けていると考えられる。その影響を受け

ていない原子力安全基盤機構（2004）（１７）によるＤ１０，Ｄ９０は，敷地周辺の

「福島・茨城」ではそれぞれ6.1km，18.1kmとされている。 

地震発生層と速度構造の関係については，廣瀬・伊藤（2006）（１８）によると，浅

い地殻内で発生する微小地震は，Ｐ波速度5.8km／s～6.4km／sの層に集中していると

されている。三浦他（2000）（１９）による日本海溝・福島沖前弧域における海底地震

計及びエアガンを用いた深部構造探査結果では，福島県の海岸線においてＰ波速度
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5.5km／s，6.0km／s及び6.5km／sとなる深さは，それぞれ約6km，約9km及び約15kmと

なっている。 

福島県と茨城県の県境付近以外の断層の地震発生層については，福島県南部から茨

城県南部における地震発生状況や原子力安全基盤機構（2004）（１７）等を参考に，上

端深さを5km，下端深さを18kmに設定する。 

b. 福島県と茨城県の県境付近の断層に対する地震発生層の設定 

2011年東北地方太平洋沖地震後に地震活動が活発になった地域に着目し，地震発生

層を設定する。 

青柳・上田（2012）（２０）では，阿武隈南部を対象に2011年東北地方太平洋沖地震後

の臨時稠密余震観測により震源再決定が行われている。それらのデータを用いたＤ１

０，Ｄ９０がそれぞれ深さ3.0km，7.9kmであることから，上端深さは3kmに設定する。

また，2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析モデル（２１）（２２）（２３）や

震源域周辺の微小地震分布（２４）から，下端深さは13km～16km程度と推定されるが，

安全側に18kmと設定する。 

(3) 検討用地震の選定 

Noda et al.（2002）（１６）の方法により応答スペクトルを求める。活断層等について

は，「(2) 地震発生層の設定」で設定した地震発生層の上端深さと下端深さより一様

断層モデルを設定し，等価震源距離（Xeq）を算出する。 

応答スペクトルの算定に用いた諸元を第6－1表に示す｡算定結果の比較を第6－2図に

示す。 

第6－2図より，敷地への影響が大きいＦ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層に

よる地震を検討用地震として選定する。 

 

6.1.1.2 検討用地震の地震動評価 

(1) 基本震源モデルの設定 

Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の基本震源モデルは，原則と

して「強震動予測レシピ」（２５）及び地質調査結果に基づき設定する。 

Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層面は，地質調査結果を

参考に南部と北部に区分する。南部については，Ｆ１断層からリニアメントが判読され

ない測線までの区間とする。リニアメントが判読されない区間を南部に含めることで敷

地に近い南部区間の断層面積を安全側に大きく設定する。北部については，北方陸域の

断層及び塩ノ平地震断層の区間とする。 

地震のタイプについては，2011年福島県浜通りの地震が正断層であること，Ｆ１断層

における音波探査結果から正断層センスのずれが認められること，さらに青柳・上田

（2012）（２０）において福島県から茨城県にかけての領域は正断層応力場とされている

ことを踏まえ正断層とする。 

断層上端，下端深さは「6.1.1.1 検討用地震の選定」に示す，福島県と茨城県の県

境付近の断層に対する地震発生層に基づき，断層上端深さについては断層全長にわたり
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3kmに，下端深さについては断層全長にわたり安全側に18kmとする。 

断層傾斜角については，Ｆ１断層の海上音波探査結果では西傾斜の高角な断層である

ことや2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析で設定されている断層傾斜

角を参考に，全長にわたり西傾斜60度とする。 

アスペリティ位置について，Ｆ１断層に対応するセグメント及び北方陸域の断層から

塩ノ平地震断層に対応するセグメントに一つずつアスペリティを設定し，それぞれセグ

メントの敷地に近い位置の断層上端に配置することを基本とする。具体的には，断層長

さ方向の配置については，Manighetti et al.（2005）（３０）の知見等を踏まえるとアス

ペリティのような大きなすべりが生じる領域とすべりがない領域が隣接することは考え

にくいことから，断層端部との間に1マス分の背景領域を設定し，断層幅方向の配置に

ついては，すべりに追随する表層（地表から断層上端までの強震動を出さない層）の存

在を考慮し，安全側に断層上端にアスペリティを配置する。 

破壊開始点については，基本震源モデルを対象に，アスペリティ下端及び断層下端の

うち敷地への影響の大きい位置に複数設定する。 

断層パラメータの設定フローを第6－3図に，設定した基本震源モデルを第6－2表及び

第6－4図に示す。 

(2) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして，短周期レベル，断層傾斜角，アスペリティ位置

について考慮する。 

短周期レベルについて，佐藤・堤(2012)（３１）により正断層の地震である2011年福島

県浜通りの地震の短周期レベルが壇他（2001）（３２）の関係式とほぼ同等であることを

確認した上で，2007年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ，「強震動予測レシピ」（２５）

による値の1.5倍の値を考慮する。 

断層傾斜角について，震源モデルの北部において2011年福島県浜通りの地震の震源再

決定による余震分布形状が必ずしも明瞭なトレンドを示していないため，不確かさとし

て震源モデル全長にわたり45度を考慮する。 

アスペリティ位置について，震源モデルの南部及び北部のアスペリティを断層端部に

設定するケースを考慮する。 

破壊開始点について，基本震源モデルと同様の位置に設定する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースの主な諸元の比較を第6－3表に，設定した

各検討ケースの断層パラメータ及び断層モデルを第6－2表，第6－4表，第6－5表及び第

6－4図から第6－6図に示す。 

(3) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は，Noda et al.(2002) （１６）に基づ

き行うものとし，「6.1.1.1 検討用地震の選定」に基づき，福島県と茨城県の県境付

近で発生した内陸地殻内地震による補正係数を考慮し，Noda et al.(2002) （１６）によ

る内陸地殻内地震に対する補正を考慮しない。 

第6－3表に示す各検討ケースを対象として，上記の手法に基づき算定した応答スペク
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トルを第6－7図に示す。 

(4) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は，経験的グリーン関数法により行う。 

要素地震の諸元及び震央位置を第6－6表及び第6－8図に示す。この要素地震は，想定

する地震の震源域で発生した同じ地震発生様式の地震であり，震源特性，伝播経路特性

及び敷地地盤の振動特性を適切に反映したものであると考えられる。第6－3表に示す各

検討ケースを対象として，上記の手法に基づき算定した応答スペクトルを第6－9図に示

す。 

 

6.1.2 プレート間地震 

6.1.2.1 検討用地震の選定 

(1) 地震観測記録を用いた補正係数 

プレート間地震の残差によると，敷地から40km程度東方沖合の鹿島灘で発生した地震

には，短周期側で4倍程度，長周期側で1.4倍程度大きくなる傾向が見られることから，

この領域で発生する地震については，残差の傾向を踏まえた補正係数を考慮する。なお，

これ以外の領域におけるプレート間地震については，残差の傾向を踏まえ，補正係数を

考慮しない。 

プレート間地震の残差と設定した補正係数を第6－10図に示す。 

(2) 検討用地震の選定 

「4.2 プレート間地震」で選定した地震のうち，2011年東北地方太平洋沖地震の本

震及び同日15時15分に発生した余震以外の地震については，Noda et al.（2002）（１６）

の方法により応答スペクトルを求める。このうち鹿島灘で発生した1896年鹿島灘の地震

及び1938年鹿島灘の地震については，「6.1.2.1 検討用地震の選定」に基づき，鹿島

灘付近で発生したプレート間地震による補正係数を考慮する｡その他の地震については，

補正係数は考慮しない。 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震及び同日15時15分に発生した余震の応答スペクト

ルについては，敷地での地震観測記録より求めた解放基盤波により評価する。 

応答スペクトルの算定に用いた諸元を第6－7表に示す。算定結果の比較を第6－11図

に示す｡ 

第6－11図より，敷地への影響が大きい2011年東北地方太平洋沖地震の本震を検討用

地震として選定し，以降では，2011年東北地方太平洋沖型地震として地震動評価を行う。 

 

6.1.2.2 検討用地震の地震動評価 

(1) 基本震源モデルの設定 

2011年東北地方太平洋沖地震については，諸井他（2013）（３３）により「強震動予測

レシピ」（２５）の適用性が確認されている。よって，2011年東北地方太平洋沖型地震の

基本震源モデルは，「強震動予測レシピ」（２５）に基づき設定する。断層パラメータの

設定フローを第6－12図に，設定した基本震源モデルを第6－8表及び第.6－13図に示す。 
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震源位置については，長谷川他（2013）（３４）に基づけば，陸のプレートと太平洋プ

レートの境界で発生する地震の破壊が，Uchida et al.(2010)（３５）のフィリピン海プレ

ートの北東端以南へ伝播する可能性は低いと考えられることから，三陸沖中部から茨城

県沖にかけて長さ500kmの断層を設定する。 

強震動生成域（以下，「ＳＭＧＡ」という。）位置について，入倉（2012）（４１）に

よると過去のＭ8以下の地震の震源域に対応し，地震調査研究推進本部の領域区分に関

係づけられるとされていることを踏まえ，地震調査研究推進本部の領域区分に対応する

よう5個のＳＭＧＡを設定する。 

茨城県沖のＳＭＧＡ位置については，過去に1896年鹿島灘の地震等規模が大きい地震

が発生している位置であり，2011年東北地方太平洋沖地震の本震の敷地での観測記録を

再現できる位置に設定する。 

短周期レベルについて，茨城県沖では，他の地域で発生した地震に比べて小さい傾向

が見られるものの，諸井他（2013）（３３）で検討されている宮城県沖，福島県沖，茨城

県沖で発生した地震の平均的な短周期レベルとする。その場合，ＳＭＧＡ面積比は

0.125となる。 

破壊開始点については，破壊が敷地に向かう位置となる2011年東北地方太平洋沖地震

の本震の破壊開始点とする。なお，破壊開始点の設定にあたり，茨城県沖のＳＭＧＡ等

に複数設定して，当該破壊開始点の影響が最も大きいことを確認した。 

(2) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして，ＳＭＧＡ位置及び短周期レベルについて考慮す

る。 

茨城県沖のＳＭＧＡ位置について，入倉（2012）（４１）では過去のＭ8以下の地震の震

源域に対応するとされており，位置はある程度特定できると考えられるものの，茨城県

沖では宮城県沖等に比べ近年における規模が大きい地震の発生が少なく，ＳＭＧＡ位置

を確定的に設定することが難しいことから，ＳＭＧＡを敷地に最も近づけたケースを不

確かさとして考慮する。 

短周期レベルについては，基本震源モデルにおいて茨城県沖で発生する地震に対して

は安全側の設定になっているものの，宮城県沖で発生する短周期レベルが大きい地震と

同程度の設定を考慮することとし，佐藤（2010）（４２）や片岡他（2006）（４３）等におけ

るプレート間地震の短周期レベルと地震モーメントの関係を参考に，不確かさとして基

本震源モデルで設定した値の1.5倍を考慮する。  

さらに，ＳＭＧＡ位置については，前述のとおり確定的に設定することが難しいこと

から，短周期レベルの不確かさとの重畳を考慮する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースの主な諸元の比較を第6－9表に，設定した

各検討ケースの断層パラメータ及び断層モデルを第6－8表，第6－10表及び第6－13図，

第6－14図に示す。 

(3) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

2011年東北地方太平洋沖地震では，複数のＳＭＧＡが時間的にも空間的にも離れて連
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動したが，敷地での揺れは，特に短周期域において敷地近傍のＳＭＧＡの影響が支配的

であった。このような複雑な震源過程から生成される強震動を短周期から長周期にわた

り精度よく評価できる距離減衰式はないと考えられるため，「6.1.2.1 検討用地震の

選定」に示す同地震の解放基盤波をもとに，それを包絡した応答スペクトルを用いる。 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果を第6－15図に示す。 

(4) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は，経験的グリーン関数法により行う。 

要素地震の諸元及び震央位置を第6－11表及び第6－16図に示す。この要素地震は，想

定する地震の震源域で発生した同じ地震発生様式の地震であり，震源特性，伝播経路特

性及び敷地地盤の振動特性を適切に反映したものであると考えられる。 

第6－9表に示す各検討ケースを対象として，断層モデルを用いた手法に基づき算定し

た応答スペクトルを第6－17図に示す。また，基本震源モデルによる地震動評価と，

2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録の解放基盤波との比較を第6－18図に示す。 

 

6.1.3 海洋プレート内地震 

6.1.3.1 検討用地震の選定 

(1) 地震観測記録を用いた補正係数 

海洋プレート内地震の残差によると，陸域寄りの場所で発生した地震には，短周期及

び長周期側で2倍程度大きくなる傾向が見られることから，この領域で発生する地震に

ついては，全周期帯で2倍の補正係数を考慮する。なお，これ以外の領域における海洋

プレート内地震については，残差の傾向を踏まえ，補正係数を考慮しない。 

海洋プレート内地震の残差と設定した補正係数を第6－19図に示す。 

(2) 検討用地震の選定 

「4.3 海洋プレート内地震」で選定した地震について，Noda et al.（2002）（１６）

の方法により応答スペクトルを求める。1895年霞ヶ浦付近の地震，1921年茨城県龍ヶ崎

付近の地震，中央防災会議（2004）（１１）の茨城県南部の地震，中央防災会議（2013）（８）

に基づく茨城県南部の地震，地震調査研究推進本部（2009a）（１２）の震源断層を予め特

定しにくい地震（陸域），地震調査研究推進本部（2009a）（１２）の震源断層を予め特定

しにくい地震（海域）については，「6.1.3.1 検討用地震の選定」に基づき，陸域寄

りの場所で発生した海洋プレート内地震による補正係数を考慮する。その他の地震につ

いては補正係数を考慮しない。算定に用いた諸元を第6－12表に，算定結果の比較を第6

－20図に示す。 

第6－20図によると，敷地への影響が大きいのは，中央防災会議（2004）（１１）の茨城

県南部の地震及び中央防災会議（2013）（８）に基づく茨城県南部の地震である。そこで，

中央防災会議（2004）（１１），（2013）（８）の知見を踏まえ，茨城県南部の地震を検討

用地震として地震動評価を行う。 

 

6.1.3.2 検討用地震の地震動評価 
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(1) 基本震源モデルの設定 

茨城県南部の地震の基本震源モデルは，中央防災会議（2004）（１１）以降，フィリピ

ン海プレートの形状の見直しや，過去の地震を再現するモデルのパラメータの推定等の

知見が取り入れられている中央防災会議（2013）（８）を最新の知見として重視し，また

茨城県南部から房総沖にかけてのフィリピン海プレートの地震発生メカニズムについ

て検討されている長谷川他（2013）（３４）等を参考として設定する。中央防災会議

（2013）（８）によるフィリピン海プレートの形状を第6－21図に示す。 

地震規模について，中央防災会議（2013）（８）では1855年安政江戸地震を海洋プレー

ト内地震として想定した場合の過去の震度を再現できる震源モデルとして地震規模Ｍｗ

7.2（応力降下量52MPa）に保守性を考慮したＭｗ7.3（応力降下量62MPa）が提案されて

いる。基本震源モデルの地震規模としては，上記に基づきＭｗ7.3と設定する。 

断層面の位置について，中央防災会議（2013）（８）による「フィリピン海プレート内

地震を想定する領域」のうち敷地に近い位置に配置する。 

断層傾斜角やずれについては，長谷川他（2013）（３４）による知見を踏まえ90度の右

横ずれ断層として設定する。 

アスペリティ位置については，海洋性マントル内ではどこでも想定される可能性があ

るため，海洋性マントルの最上部に設定する。 

破壊開始点については，アスペリティ下端に複数設定する。 

断層パラメータの設定フローを第6－22図に，設定した基本震源モデルを第6－13表及

び第6－23図に示す｡ 

(2) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして，断層傾斜角，アスペリティ位置，応力降下量及

び地震規模について考慮する。 

断層傾斜角については，断層面から放出される地震波が密に重なるよう断層傾斜角を

敷地に向けたケースを考慮する。 

アスペリティ位置については，海洋性地殻内に想定される可能性は低いものの，敷地

に近くなるよう海洋性地殻内の上端に配置したケースを考慮する。 

アスペリティの応力降下量については，笹谷他（2006）（４６）のスケーリング則に基

づきパラメータ設定したケースを考慮する。 

地震規模については，南海トラフで発生したフィリピン海プレート内地震である2004

年紀伊半島南東沖地震の規模を参考にＭｗ7.4を考慮する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースの主な諸元の比較を第6－14表に，設定し

た各検討ケースの断層パラメータ及び断層モデルを第6－13表，第6－15表から第6－17

表及び第6－23図から第6－27図に示す。 

(3) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は，Noda et al.（2002）（１６）に基づ

き行うものとし，「6.1.3.1 検討用地震の選定」に基づき，陸域寄りの場所で発生し

た海洋プレート内地震による補正係数を考慮する。 
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第6－14表に示す各検討ケースを対象として，上記の手法に基づき算定した応答スペ

クトルを第6－28図に示す。 

(4) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は，経験的グリーン関数法により行う。 

要素地震の諸元及び震央位置を第6－18表及び第6－29図に示す。この要素地震は，想

定する地震の震源域で発生した地震であるため，伝播経路特性及び敷地地盤の振動特性

を適切に反映したものである。なお，震源メカニズムについては，想定する地震と異な

るが，要素地震の放射特性に等方化の傾向がみられたため，放射特性係数の補正を行わ

ないこととした｡ 

第6－14表に示す各検討ケースを対象として，上記の手法に基づき算定した応答スペ

クトルを第6－30図に示す。 

 

6.2 震源を特定せず策定する地震動 

敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお敷地近傍において発生する

可能性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価し得るとは言い切れないとの観点から，震源

を特定せず策定する地震動を考慮する。 

 

6.2.1 評価方針 

震源を特定せず策定する地震動の策定にあたっては，震源と活断層を関連付けることが

困難な過去の内陸地殻内地震で得られた震源近傍における観測記録を収集し，これらを基

に敷地の地盤物性を加味した応答スペクトルを設定する。 

 

6.2.2 既往の知見 

加藤他（2004）（４７）では，内陸地殻内地震を対象として，詳細な地質学的調査によって

も震源位置と地震規模を予め特定できない地震が「震源を事前に特定できない地震」と定

義され，震源近傍の硬質地盤上における強震記録を用いて，水平方向の地震動の上限スペ

クトルが設定されている。 

加藤他（2004）（４７）による「震源を事前に特定できない地震」は，「震源を特定せず策

定する地震動」と同等の考え方に基づく知見と考えられるため，加藤他（2004）（４７）に

よる水平方向の応答スペクトルに対し，Noda et al.（2002）（１６）の方法による地盤増

幅特性を用いて，敷地の地盤物性を考慮して水平方向及び鉛直方向の応答スペクトルを

評価し，「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルとして考慮する。加藤他

（2004）（４７）に基づき設定した応答スペクトルを第6－31図に示す。 

 

6.2.3 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震の震源近傍の観測記録の

収集においては，震源断層がほぼ地震発生層の厚さ全体に広がっているものの，地表地震

断層としてその全容を表すまでには至っていないＭｗ6.5以上の地震及び断層破壊領域が地
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震発生層内部に留まり，国内においてどこでも発生すると考えられる地震で，震源の位置

も規模もわからない地震として地震学的検討から全国共通で考慮すべきＭｗ6.5未満の地震

を対象とする。検討対象地震を第6－19表に示す。 

 

6.2.3.1 Ｍｗ6.5以上の地震 

2008年岩手・宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部地震については，事前に活断層の存

在が指摘されていなかった地域において発生し，地表付近に一部痕跡が確認された地震

であり，地城による活断層の成熟度の相違，上部に軟岩，火山岩又は堆積層が厚く分布

する場合，地質体の違い等の地域差があると考えられる。 

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域近傍は，主に中新統～鮮新統の堆積岩・火山岩等，

第四系の火山岩類が分布し，顕著な褶曲又は撓曲構造が発達する。地質構造としてはカ

ルデラが密集することから複雑である。震源域は山間部に位置し，指標となる地形が少

ないこと及び大規模地すべりを含めた地すべりが密集していることから震源域近傍は変

動地形等の認識が難しい地域である。 

また，2008年岩手・宮城内陸地震の震源域は火山フロントに近接し，地震地体構造区

分としては東北日本弧内帯（8C），応力場としては防災科学技術研究所（2013）（４９）

において，ひずみ集中帯と指摘され，東西圧縮型の逆断層が卓越する。 

一方，東海第二発電所敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮新統の堆積岩，更新統の段

丘堆積物等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が分布し，地質が類似する点があるが，敷地

近傍に広く分布する新第三系鮮新統～第四系下部更新統（久米層）及びこれを不整合に

覆う上部更新統はほぼ水平に分布しており，地質構造は異なり，敷地近傍にカルデラも

分布しない。敷地近傍陸域には後期更新世以降に形成された段丘面が分布していること，

地すべりが認められないこと及び海域には堆積層からなる鮮新統及び下部更新統が水平

に広く分布していることから変動地形等が認識しやすい地域である。 

また，東海第二発電所は火山フロントの遠方に位置し，地震地体構造区分としては東

北日本弧外帯（8B），応力場としてはひずみ集中帯として指摘している文献はなく，敷

地周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層が卓越する。 

以上のことから，2008年岩手・宮城内陸地震の震源域は，東海第二発電所敷地近傍と

は地域の特徴が異なることから，観測記録収集対象外とする。 

第6－20表に2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と東海第二発電所敷地近傍の比較を

示す。 

2000年鳥取県西部地震の震源域近傍は，主に古第三系の花崗岩及び中新統の安山岩～

玄武岩の岩脈が分布する。第四紀中期以降に新たに断層面を形成して，断層が発達しつ

つあり，活断層の発達過程としては初期ないし未成熟な段階にあることから変動地形等

の認識が難しい地域である。 

また，2000年鳥取県西部地震の震源域は火山フロントに近接し，地震地体構造区分と

しては中国山地・瀬戸内海（10C5），応力場としては西村（2014）（４９）において，ひ

ずみ集中帯と指摘され，東西圧縮の横ずれ断層型が卓越する。 
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一方，東海第二発電所敷地近傍の地質・地質構造等の特徴は前述のとおりであり，

2000年鳥取県西部地震の震源域は，東海第二発電所敷地近傍とは地域の特徴が異なるこ

とから，観測記録収集対象外とする。 

第6－21表に2000年鳥取県西部地震の震源域と東海第二発電所敷地近傍の比較を示す。 

 

6.2.3.2 Ｍｗ6.5未満の地震 

第6－19表に示した検討対象地震のうち，2008年岩手・宮城内陸地震及び2000年鳥取

県西部地震を除いた14地震について，震源近傍の観測記録を収集して，その地震動レベ

ルを整理した。その結果，加藤他（2004）（４７）による応答スペクトルとの比較から，

敷地に及ぼす影響が特に大きいと考えられる記録として2004年北海道留萌支庁南部地震，

2011年茨城県北部地震，2013年栃木県北部地震，2011年和歌山県北部地震及び2011年長

野県北部地震におけるＫ－ＮＥＴ及びＫｉＫ－ｎｅｔ観測点の記録を選定した。このう

ち，2004年北海道留萌支庁南部地震のＫ－ＮＥＴ港町観測点の観測記録については，佐

藤他(2013)（５２）により，Ｋ－ＮＥＴ港町観測点において詳細な地盤調査及び基盤地震

動の推定が行われ，信頼性の高い基盤地震動が得られていることから，これらを参考に

Ｋ－ＮＥＴ港町観測点の地下構造モデルの不確かさを考慮し基盤地震動を評価する。 

 

6.2.3.3 震源を特定せず策定する地震動の設定 

以上の検討を踏まえ，震源を特定せず策定する地震動として，加藤他（2004） （４７）等

に基づき設定した応答スペクトル，6.2.3.2で評価した基盤地震動にＫ－ＮＥＴ港町観

測点と敷地の解放基盤表面相当位置の地盤物性の相違（Ｓ波速度で港町観測点938m／s

に対し，敷地は第3.5－1表に示す地下構造モデルにおいて790m／s程度）による影響等

を考慮して評価した地震動の応答スペクトルを考慮する。「震源を特定せず策定する地

震動」の応答スペクトルを第6－32図に示す。 

解放基盤表面相当位置の地盤物性の相違による影響等を考慮する際には，速度構造及

び密度は，新第三系鮮新統～第四系下部更新統（久米層）の標高依存式に基づき設定し，

減衰定数は，地震観測記録から求めた伝達関数に，一次元波動論に基づく理論伝達特性

を当てはめる逆解析により同定して設定した地下構造モデルを用いる。設定した地下構

造モデルを第6－22表に示す。 

 

6.3 基準地震動ＳＳの策定 

基準地震動ＳＳは，「6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「6.2 震源を

特定せず策定する地震動」の評価に基づき，敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方

向の地震動として策定する。 

 

6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

6.3.1.1 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動ＳＳ 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動ＳＳは，内陸地殻内地震，プレート間
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地震，海洋プレート内地震の各評価結果の応答スペクトルを全て包絡し，裕度を考慮し

て策定した水平方向の設計用応答スペクトルＳＳ－Ｄ１Ｈと鉛直方向の設計用応答スペ

クトルＳＳ－Ｄ１Ｖとする。 

設計用応答スペクトルＳＳ－Ｄ１Ｈ及びＳＳ－Ｄ１Ｖを第6－33図に示す。また，そのコ

ントロールポイントの値を第6－23表に示す。 

 

6.3.1.2 断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳ 

内陸地殻内地震，プレート間地震，海洋プレート内地震の断層モデルを用いた手法に

よる各評価結果を第6－34図に示す。断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳに

ついては，上記評価結果のうち一部周期帯で設計用応答スペクトルＳＳ－Ｄ１Ｈまたは

ＳＳ－Ｄ１Ｖを上回るものを選定する。 

断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳの応答スペクトルを第6－35図に示す。 

 

6.3.2 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動ＳＳ 

震源を特定せず策定する地震動による基準地震動ＳＳについては，加藤他（2004）（４７）

に基づき設定した応答スペクトル及び2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性

を考慮した地震動のうち，一部周期帯で設計用応答スペクトルＳＳ－Ｄ１ＨまたはＳＳ－Ｄ

１Ｖを上回るものを選定する。 

震源を特定せず策定する地震動による基準地震動ＳＳの応答スペクトルを第6－36図に示

す。 

 

6.3.3 基準地震動ＳＳの時刻歴波形 

基準地震動ＳＳの時刻歴波形は，先に策定した設計用応答スペクトルＳＳ－Ｄ１Ｈ及びＳＳ

－Ｄ１Ｖに適合する模擬地震波と，断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳ及び震源

を特定せず策定する地震動による基準地震動ＳＳの地震波とする。 

設計用応答スペクトルＳＳ－Ｄ１Ｈ及びＳＳ－Ｄ１Ｖに適合する模擬地震波は，乱数の位相

を持つ正弦波の重ね合わせによって作成するものとし，振幅包絡線の経時的変化について

は，Noda et al.（2002）（１６）の方法に基づき，第6－24表に示す形状とする。 

基準地震動ＳＳ－Ｄ１Ｈ及びＳＳ－Ｄ１Ｖの模擬地震波の作成結果を第6－25表に，設計用

応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比を第6－37図に示す。 

以上により策定した基準地震動ＳＳ－Ｄ１Ｈ及びＳＳ－Ｄ１Ｖの時刻歴波形を第6－38図に，

断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳの時刻歴波形を第6－39図に，震源を特定せ

ず策定する地震動による基準地震動ＳＳの時刻歴波形を第6－40図に示す。また，基準地震

動ＳＳの応答スペクトルを第6－41図に，最大加速度を第6－26表に示す。 

 

7. 基準地震動ＳＳの年超過確率の参照 

(1) 確率論的地震ハザード評価の方法 

日本原子力学会（2015）（５３）に基づき評価を行う。 
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(2) 確率論的地震ハザード評価に当たっての主要な仮定 

a.  震源モデルの設定 

震源モデルは，以下のとおり特定震源モデルと領域震源モデルを設定する。それぞれの震

源モデルにおいて，当社の調査結果等に基づき設定した震源モデル（以下，「調査モデル」

という。）の他，地震調査研究推進本部（2012b）（５４）の知見を参考に設定した震源モデル

（以下，「推本参考モデル」という。）をロジックツリーで考慮する。 

(a)  特定震源モデル 

イ. 内陸地殻内地震 

調査モデルについては，敷地周辺の震源として考慮する活断層等の他，活断層研究会

編（1991）（５５）に掲載されている活断層に基づいて評価する。推本参考モデルについて

は，地震調査研究推進本部（2012b）（５４）で考慮されている活断層を評価対象とする。

敷地周辺の考慮する活断層の分布及び諸元をそれぞれ第7－1図，第7－2図及び第7－1表，

第7－2表に示す。 

ロ. 海溝型地震 

調査モデルでは，関東地震及び2011年東北地方太平洋沖型地震を，推本参考モデルで

は関東地震，茨城県沖で発生する地震（繰り返し発生する地震）及び2011年東北地方太

平洋沖型地震を特定震源として扱う。調査モデル及び推本参考モデルで考慮する震源位

置及び諸元を第7－3図，第7－4図及び第7－3表，第7－4表に示す。 

(b) 領域震源モデル 

領域震源モデルについては，内陸地殻内地震及び海溝型地震を考慮する。調査モデルに

ついては，垣見他（2003）（５８）を参照して領域区分し，各領域の最大マグニチュードを領

域内の過去の地震の最大値を基に設定する。推本参考モデルについては，地震調査研究推

進本部（2012a）（９）に基づいて領域区分及び各領域の最大マグニチュードを設定する。内

陸地殻内地震及び海溝型地震の領域区分を第7－5図から第7－9図に示す。 

b.  地震動伝播モデル 

2011年東北地方太平洋沖型地震については，断層モデルを用いた手法を用いる。それ以外

の震源については，Noda et al.（2002）（１６）の方法を用い，第7－10図から第7－12図に示

す領域については，地震観測記録を用いた補正係数を考慮する。 

c.  ロジックツリーの作成 

ロジックツリーは，震源モデル及び地震動伝播モデルの設定において，地震ハザード評価

に大きな影響を及ぼす要因に基づいて作成する。震源モデルについては前述のとおり，調査

モデルと推本参考モデルをロジックツリーで考慮する。作成したロジックツリーを第7－13図

に示す。 

(3) 確率論的地震ハザード評価結果 

a.  地震ハザード曲線 

上記により評価した平均地震ハザード曲線を第7－14図に，フラクタイル地震ハザード曲線

を第7－15図に示す。また，震源別の平均ハザード曲線を第7－16図に示す。 

b.  一様ハザードスペクトル 
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一様ハザードスペクトルと応答スペクトルに基づく手法による基準地震動ＳＳ－Ｄ１及び

断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳ－１１～ＳＳ－２２との比較を第7－17図に示

す。基準地震動ＳＳ－Ｄ１の年超過確率は10－４～10－５程度である。基準地震動ＳＳ－１１～

ＳＳ－２２の年超過確率は基準地震動ＳＳ－Ｄ１を超過する周期帯で10－４～10－６程度である。

また，内陸地殻内地震の領域震源モデルによる一様ハザードスペクトルと震源を特定せず策

定する地震動に基づく基準地震動ＳＳ－３１との比較を第7－18図に示す。基準地震動ＳＳ－

３１の年超過確率は10－４～10－６程度である。 

 

8. 弾性設計用地震動Ｓｄ 

8.1 設定根拠 

弾性設計用地震動Ｓｄは，基準地震動ＳＳとの応答スペクトルの比率が目安として0.5を下回

らないよう基準地震動ＳＳに係数0.5を乗じて設定する。ここで，係数0.5は工学的判断として，

原子炉施設の安全機能限界と弾性限界に対する入力荷重の比率が0.5程度であるという知見を

踏まえ，さらに応答スペクトルに基づく地震動評価による基準地震動ＳＳ－Ｄ１に対しては，

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和56年7月20日原子力安全委員会決定，平

成13年3月29日一部改訂）」に基づいた「原子炉設置変更許可申請書（平成11年3月10日許可／

平成09・09・18資第5号）」の「添付書類六 変更後に係る原子炉施設の場所に関する気象，

地盤，水理，地震，社会環境等の状況に関する説明書 3.2.6.3基準地震動」における基準地震

動Ｓ１の応答スペクトルを概ね下回らないよう配慮した値とする。 

また，建物・構築物及び機器・配管系ともに0.5を採用することで，弾性設計用地震動Ｓｄ

に対する設計に一貫性をとる。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ１の年超過確率は，10－３～10

－４程度である。弾性設計用地震動Ｓｄ－１１～Ｓｄ－３１の年超過確率は弾性設計用地震動Ｓ

ｄ－Ｄ１を超過する周期帯で10－３～10－４程度である。弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル

を第8－1図に，弾性設計用地震動Ｓｄの時刻歴波形を第8－2図～第8－4図に，弾性設計用地震

動Ｓｄと基準地震動Ｓ１の比較を第8－5図に示す。弾性設計用地震動Ｓｄと解放基盤表面におけ

る地震動の一様ハザードスペクトルの比較を第8－6図に示す。 

 

8.2 安全機能限界と弾性限界に対する入力荷重の比率について 

安全機能限界に対応する入力荷重と弾性限界に対応する入力荷重の比率としてのαは，日本

電気協会(５８)を参照して評価する。日本電気協会(５８)には，鉄筋コンクリート造壁式構造の建

屋を2質点系の簡易なＳＲモデルに置換し，入力地震動を100galずつ順次増加して非線形地震

応答解析を行って求められたせん断ひずみと層せん断力係数の関係を示した図があり，この図

に許容限界①及び許容限界②を加筆したものを第8－7図に示す。ここで，許容限界②は，建屋

はある程度の損傷を受けるがその程度は小さく，終局に対して余裕のある基準地震動ＳＳの許

容限界（せん断ひずみ度で2.0×10－３）を示しており，許容限界①は許容限界②の入力加速度

を1／2倍とした場合の応答値を示している。 

許容限界①の応答値は短期許容応力度相当と考えられ，設置許可基準 別記2でいう弾性設計

用地震動Ｓｄに求められる「おおむね弾性範囲の設計」と考えられる。 
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以上より，許容限界①を弾性限界，許容限界②を安全機能限界と捉えた場合，安全機能限界

に対応する入力荷重と弾性限界に対応する入力荷重の比率としてのαは0.5程度の値となる。 
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第 2－1 表（1） 敷地周辺の主な被害地震 

年 月 日
震央位置 深さ 

（km） 

マグニ 

チュード 

震央距離 

（km） 
地 名 

北緯 東経 

818 － － 36.0～37.0° 139.0～140.0° － ≧7.5 99 関東諸国 

878 11 1 35.5° 139.3° － 7.4 159 関東諸国 

1257 10 9 35.2° 139.5° － 7.0～7.5 172 関東南部 

1360 － － 35.2° 140.0° － － 151 上総 

1433 11 6 37.7° 139.8° － 6.7 155 会津 

1611 9 27 37.6° 139.8° － 6.9 145 会津 

1615 6 26 35.7° 139.7° － 
6 1/4 

～6 3/4 
118 江戸 

1630 8 2 35 3/4° 139 3/4° － 6 1/4 111 江戸 

1633 3 1 35.2° 139.2° － 
7.0 

±1/4 
190 相模・駿河・伊豆 

1635 3 12 35 3/4° 139 3/4° － 6.0 111 江戸 

1636 12 3 37.0° 138.7° － 5.0～5.5 180 越後中魚沼郡 

1646 6 9 38.1° 140.65° － 6.5～6.7 182 陸前 

1648 6 13 35.2° 139.2° － 7.0 190 相模 

1649 7 30 35.8° 139.5° － 
7.0 

±1/4 
124 武蔵・下野 

1649 9 1 35.5° 139.7° － 6.4 135 江戸・川崎 

1659 4 21 37.1° 139.8° － 
6 3/4 

～7.0 
101 岩代・下野 

1670 6 22 37.85° 139.25° － 6 3/4 195 越後中・南蒲原郡 

1677 11 4 35.5° 142.0° － 8.0 165 
磐城・常陸・安房・ 

上総・下総 

1683 6 17 36.7° 139.6° － 6.0～6.5 94 日光 

1683 6 18 36.75° 139.65° － 6.5～7.0 91 日光 

1683 10 20 36.9° 139.7° － 
7.0 

±1/4 
94 日光 

1697 11 25 35.4° 139.6° － 6.5 150 相模・武蔵 

1706 10 21 35.6° 139.8° － 5 3/4 120 江戸 

1710 9 15 37.0° 141.5° － 
6.5 

±1/2 
99 磐城 

1725 5 29 36.25° 139.7° － 6.0 85 日光 

1731 10 7 38.0° 140.6° － 6.5 170 岩代 
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第 2－1 表（2） 敷地周辺の主な被害地震 

年 月 日
震央位置 深さ 

（km） 

マグニ 

チュード 

震央距離 

（km） 
地 名 

北緯 東経 

1738 1 3 37.0° 138.7° － 5 1/2 180 中魚沼郡 

1755 4 21 36.75° 139.6° － － 96 日光 

1756 2 20 35.7° 140.9° － 5.5～6.0 89 銚子 

1767 10 22 35.7° 139.8° － 6.0 112 江戸 

1768 7 19 35. 3° 139.05° － 5.0 191 箱根 

1782 8 23 35.4° 139.1° － 7.0 181 相模・武蔵・甲斐 

1786 3 23 35.2° 139.1° － 5.0～5.5 196 箱根 

1791 1 1 35.8° 139.6° － 6.0～6.5 118 川越・蕨 

1801 5 27 35.3° 140.1° － 6.5 138 上総 

1812 12 7 35.45° 139.65° － 
6 1/4 

±1/4 
142 武蔵・相模東部 

1817 12 12 35.20° 139.05° － 6.0 199 箱根 

1821 12 13 37.45° 139.6° － 5.5～6.0 142 岩代 

1828 12 18 37.6° 138.9° － 6.9 197 越後 

1831 3 26 35.65° 139 1/4° － 5.5 119 江戸 

1843 3 9 35.35° 139.1° － 
6.5 

±1/4 
184 御殿場・足柄 

1853 3 11 35.3° 139.15° － 
6.7 

±0.1 
185 小田原付近 

1855 11 11 35.65° 139.8° － 7.0～7.1 117 
江戸および付近 

（江戸地震） 

1856 11 4 35.7° 139.5° － 6.0～6.5 131 江戸・立川・所沢 

1859 1 11 35.9° 139.7° － 6.0 104 岩槻 

1870 5 13 35.25° 139.1° － 6.0～6.5 192 小田原 

1880 2 22 35.4° 139.75° － 5.5～6.0 142 横浜 

1884 10 15 35.7° 139.75° － － 115 東京付近 

1887 1 15 35.5° 139.3° － 6.2 162 相模・武蔵南東部 

1887 7 22 37.5° 138.9° － 5.7 190 新潟県古志郡 

1888 4 29 36.6° 140.0° － 6.0 56 栃木県 

1889 2 18 35.5° 139.7° － 6.0 135 東京湾周辺 
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第 2－1 表（3） 敷地周辺の主な被害地震 

年 月 日
震央位置 深さ 

（km） 

マグニ 

チュード 

震央距離 

（km） 
地 名 

北緯 東経 

1891 12 24 35.4° 138.9° － 6.5 194 山中湖付近 

1892 6 3 35.7° 139.9° － 6.2 106 東京湾北部 

1894 6 20 35.7° 139.8° － 7.0 112 東京湾北部 

1894 10 7 35.6° 139.8° － 6.7 120 東京湾北部 

1895 1 18 36.1° 140.4° － 7.2 45 霞ヶ浦付近 

1896 1 9 36 1/2° 141° － 7.3 35 鹿島灘 

1896 8 1 37 1/2° 141 1/2° － 6.5 140 福島県沖 

1897 1 17 36.2° 139.9° － 5.6 70 利根川中流域 

1897 10 2 38.0° 141.7° － 6.6 196 仙台沖 

1898 2 13 36.2° 139.8° － 5.6 78 茨城県南西部 

1898 5 26 37.0° 138.9° － 6.1 163 新潟県六日町付近 

1899 4 15 36.3° 141.0° － 5.8 40 茨城県沖 

1902 3 25 35.9° 140.5° － 5.6 64 千葉県佐原町付近 

1902 5 25 35.6° 139.0° － 5.4 173 甲斐東部 

1904 5 8 37.1° 138.9° － 6.1 167 新潟県六日町付近 

1906 2 23 34.8° 139.8° － 6.3 200 安房沖 

1906 2 24 35.5° 139.8° － 6.4 137 東京湾 

1908 12 28 35.6° 138.65° － 5.8 197 山梨県中部 

1909 7 3 35.6° 139.8° － 6.1 120 東京湾西部 

1910 9 26 36.8° 141.5° － 5.9 88 常陸沖 

1912 7 16 36.4° 138.5° － 5.7 184 浅間山 

1913 12 15 35.5° 140.0° － 6.0 120 東京湾 

1915 6 20 35.5° 139.0° － 5.9 180 山梨県南東部 

1915 11 16 35.4° 140.3° － 6.0 122 房総南部 

1916 2 22 36.5° 138.5° － 6.2 188 浅間山麓 

1918 6 26 35.4° 139.1° － 6.3 181 山梨県上野原付近 
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第 2－1 表（4） 敷地周辺の主な被害地震 

年 月 日
震央位置 深さ 

（km） 

マグニ 

チュード 

震央距離 

（km） 
地 名 

北緯 東経 

1921 12 8 36.0° 140.2° － 7.0 64 茨城県龍ヶ崎付近 

1922 1 23 37.5° 141.5° － 6.5 140 磐城沖 

1922 4 26 35.2° 139.8° － 6.8 160 浦賀水道 

1922 5 9 36.0° 140.0° － 6.1 75 茨城県谷田部付近 

1923 1 14 36°06′ 139°54′ 60 6.1 75 水海道付近 

1923 9 1 35°19.87′ 139°08.14′ 23 7.9 183 
関東南部 

（関東大地震） 

1924 1 15 35°20.44′ 139°03.30′ 20 7.3 187 丹沢山塊 

1926 8 3 35°35.41′ 139°43.89′ 57 6.3 125 東京市南東部 

1927 10 27 37°30.00′ 138°50.97′ 0 5.2 194 
新潟県中部 

（関原地震） 

1928 5 21 35°40.16′ 140°03.98′ 75 6.2 101 千葉付近 

1929 7 27 35°30.87′ 139°05.01′ 37 6.3 173 丹沢山付近 

1930 6 1 36°25.57′ 140°32.22′ 54 6.5 8 那珂川下流域 

1931 9 21 36°09.50′ 139°14.85′ 3 6.9 126 
埼玉県中部 

（西埼玉地震） 

1933 10 4 37°14.35′ 138°57.55′ 0 6.1 170 新潟県小千谷 

1936 11 2 37°22.35′ 140°00.92′ 1 4.1 114 会津若松市付近 

1938 5 23 36°34.43′ 141°19.44′ 35 7.0 65 塩屋崎沖 

1938 9 22 36°26.61′ 141°03.49′ 48 6.5 40 鹿島灘 

1938 11 5 36°55.54′ 141°55.12′ 43 7.5 128 
福島県東方沖 

（福島県東方沖地震） 

1942 2 21 37°42.63′ 141°50.75′ 42 6.5 177 福島県沖 

1943 8 12 37°20.16′ 139°52.48′ 26 6.2 117 
福島県田島付近 

（田島地震） 

1949 12 26 36°43.11′ 139°46.99′ 8 6.4 79 今市地方（今市地震） 

1950 9 10 35°17.71′ 140°32.98′ 56 6.3 130 九十九里浜 

1951 1 9 35°27.04′ 140°4.24′ 64 6.1 123 千葉県中部 

1956 2 14 35°42.24′ 139°56.68′ 54 5.9 103 東京湾北岸 

1956 9 30 37°58.74′ 140°36.62′ 11 6.0 168 宮城県南部 

1956 9 30 35°37.80′ 140°11.40′ 81 6.3 100 千葉県中部 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
0 



 

26 

 

第 2－1 表（5） 敷地周辺の主な被害地震 

年 月 日
震央位置 深さ 

（km） 

マグニ 

チュード 

震央距離 

（km） 
地 名 

北緯 東経 

1961 2 2 37°26.9′ 138°50.1′ 0 5.2 191 長岡付近 

1968 7 1 35°59′ 139°26′ 50 6.1 118 埼玉県中部 

1974 8 4 36°01′ 139°55′ 50 5.8 79 茨城県南西部 

1975 8 15 37°04′ 141°08′ 50 5.5 82 福島県沿岸 

1976 6 16 35°30′ 139°00′ 20 5.5 180 山梨県東部 

1977 10 5 36°08′ 139°52′ 60 5.5 76 茨城県南西部 

1979 4 25 37°22′ 139°29′ 0 4.4 141 福島県西部 

1979 5 5 35°48′ 139°11′ 20 4.7 148 秩父市付近 

1980 9 24 35°58′ 139°48′ 80 5.4 91 埼玉県東部 

1980 9 25 35°31′ 140°13′ 80 6.0 111 千葉県中部 

1982 8 12 34°53′ 139°34′ 30 5.7 199 伊豆大島近海 

1983 2 27 35°56.4′ 140°09.1′ 72 6.0 71 茨城県南部 

1983 8 8 35°31.3′ 139°01.3′ 22 6.0 177 神奈川・山梨県境 

1984 2 14 35°35.3′ 139°06.2′ 25 5.4 167 神奈川・山梨県境 

1984 12 17 35°36.0′ 140°03.3′ 78 4.9 108 東京湾 

1987 2 6 36°57.9′ 141°53.6′ 35 6.7 127 福島県沖 

1987 4 7 37°18.2′ 141°51.8′ 44 6.6 145 福島県沖 

1987 4 23 37°05.5′ 141°37.4′ 46.8 6.5 114 福島県沖 

1987 6 16 37°30.5′ 140°03.4′ 7.1 4.5 126 会津若松付近 

1987 9 14 36°59.5′ 138°29.0′ 7.1 4.8 198 長野県北部 

1987 12 17 35°22.5′ 140°29.6′ 57.9 6.7 122 千葉県東方沖 

1988 3 18 35°39.9′ 139°38.6′ 96.1 5.8 124 東京都東部 

1988 8 12 35°05.9′ 139°51.8′ 69.4 5.3 166 千葉県南部 

1988 9 5 35°30.0′ 138°59.0′ 29.6 5.6 181 山梨県東部 

1989 2 19 36°01.3′ 139°54.3′ 55.3 5.6 80 茨城県南西部 

1989 3 6 35°41.8′ 140°42.6′ 55.7 6.0 86 千葉県北部 
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第 2－1 表（6） 敷地周辺の主な被害地震 

年 月 日
震央位置 深さ 

（km） 

マグニ 

チュード 

震央距離 

（km） 
地 名 

北緯 東経 

1990 5 3 36°26.2′ 140°36.6′ 58.0 5.4 3 鹿島灘 

1992 2 2 35°13.8′ 139°47.3′ 92.3 5.7 156 東京湾南部 

1992 5 11 36°32.0′ 140°32.2′ 56.2 5.6 10 茨城県中部 

1992 12 27 36°58.6′ 138°34.8′ 10.0 4.5 189 新潟県南部 

1993 5 21 36°02.7′ 139°53.8′ 60.8 5.4 79 茨城県南西部 

1994 12 18 37°17.7′ 139°53.5′ 6.3 5.5 112 福島県西部 

1995 1 7 36°18.10′ 139°58.63′ 71.5 5.4 59 茨城県南西部 

1995 4 1 37°53.47′ 139°14.88′ 16.2 5.6 199 新潟県北東部 

1995 12 22 38°12.21′ 140°23.05′ 11.1 4.6 194 蔵王付近 

1996 2 17 37°18.57′ 142°32.86′ 58.0 6.8 196 福島県沖 

1996 3 6 35°28.55′ 138°56.86′ 19.6 5.5 185 山梨県東部 

1996 9 11 35°38.33′ 141°13.01′ 52.0 6.4 107 銚子沖 

1996 12 21 36°05.77′ 139°51.65′ 53.1 5.6 78 茨城県南部 

1998 2 21 37°16.22′ 138°47.74′ 19.1 5.2 184 中越地方 

1999 3 26 36°27.04′ 140°36.93′ 59.0 5.0 2 水戸付近 

1999 9 13 35°35.86′ 140°09.59′ 75.8 5.1 104 千葉市付近 

2000 4 26 37°34.80′ 140°00.73′ 12.6 4.5 135 会津若松・喜多方付近 

2000 6 3 35°41.39′ 140°44.79′ 48.1 6.1 87 千葉県北東部 

2000 7 21 36°31.76′ 141°07.12′ 49.4 6.4 46 茨城県沖 

2001 1 4 36°57.39′ 138°46.12′ 11.2 5.3 173 中越地方 

2002 2 12 36°35.38′ 141°04.96′ 47.8 5.7 45 茨城県沖 

2002 6 14 36°12.98′ 139°58.63′ 57.0 5.1 63 茨城県南部 

2003 5 12 35°52.13′ 140°05.14′ 46.9 5.3 81 茨城県南部 

2003 9 20 35°13.13′ 140°18.02′ 70.0 5.8 141 千葉県南部 

2003 10 15 35°36.82′ 140°02.99′ 73.9 5.1 107 千葉県北西部 

2003 11 15 36°25.95′ 141°09.91′ 48.4 5.8 50 茨城県沖 
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第 2－1 表（7） 敷地周辺の主な被害地震 

年 月 日
震央位置 深さ 

（km） 

マグニ 

チュード 

震央距離 

（km） 
地 名 

北緯 東経 

2004 4 4 36°23.41′ 141°09.24′ 49.0 5.8 50 茨城県沖 

2004 7 17 34°50.29′ 140°21.36′ 68.7 5.5 182 房総半島南東沖 

2004 10 6 35°59.33′ 140°05.39′ 66.0 5.7 70 茨城県南部 

2004 10 23 37°17.55′ 138°52.03′ 13.1 6.8 180 
中越地方 

（新潟県中越地震） 

2005 1 18 37°22.24′ 138°59.81′ 7.6 4.7 175 中越地方 

2005 2 16 36°02.31′ 139°53.33′ 46.2 5.3 80 茨城県南部 

2005 4 11 35°43.61′ 140°37.27′ 51.5 6.1 82 千葉県北東部 

2005 6 20 37°13.76′ 138°35.44′ 14.5 5.0 198 中越地方 

2005 6 20 35°44.03′ 140°41.68′ 50.7 5.6 82 千葉県北東部 

2005 7 23 35°34.90′ 140°08.31′ 73.1 6.0 107 千葉県北西部 

2005 7 28 36°07.57′ 139°50.78′ 51.1 5.0 78 茨城県南部 

2005 8 7 35°33.57′ 140°06.89′ 73.3 4.7 110 千葉県北西部 

2005 8 21 37°17.90′ 138°42.71′ 16.7 5.0 192 中越地方 

2005 10 16 36°02.36′ 139°56.25′ 47.1 5.1 76 茨城県南部 

2005 10 19 36°22.90′ 141°02.59′ 48.3 6.3 40 茨城県沖 

2007 8 16 35°26.6′ 140°31.8′ 30.8 5.3 114 九十九里浜付近 

2007 8 18 35°20.9′ 140°21.6′ 23.5 4.8 126 九十九里浜付近 

2007 10 1 35°13.5′ 139°07.1′ 14.2 4.9 192 神奈川県西部 

2008 3 8 36°27.2′ 140°36.7′ 57.0 5.2 2 茨城県北部 

2008 5 8 36°13.7′ 141°36.5′ 50.6 7.0 93 茨城県沖 

2008 7 5 36°38.6′ 140°57.1′ 49.7 5.2 37 茨城県沖 

2009 5 12 37°04.3′ 138°32.0′ 12.1 4.8 196 上越地方 

2009 10 12 37°25.9′ 139°41.8′ 3.9 4.9 134 会津地方 

2010 3 14 37°43.5′ 141°49.1′ 39.8 6.7 176 福島県沖 

2010 5 1 37°33.6′ 139°11.5′ 9.3 4.9 175 中越地方 

2010 6 13 37°23.8′ 141°47.7′ 40.3 6.2 148 福島県沖 
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第 2－1 表(8) 敷地周辺の主な被害地震 

年 月 日
震央位置 深さ 

（km） 

マグニ 

チュード 

震央距離 

（km） 
地 名 

北緯 東経 

2010 9 29 37°17.1′ 140°01.5′ 7.6 5.7 105 福島県中通り 

2011 3 11 38°06.2′ 142°51.7′ 23.7 9.0 270 
東北沖（2011年東北地方

太平洋沖地震の本震） 

2011 3 11 36°07.2′ 141°15.1′ 42.7 7.6 69 茨城県沖 

2011 3 12 36°59.2′ 138°35.9′ 8.4 6.7 188 長野県北部 

2011 4 11 36°56.7′ 140°40.4′ 6.4 7.0 54 福島県浜通り 

2011 4 16 36°20.5′ 139°56.7′ 78.8 5.9 61 茨城県南部 

2011 4 17 37°01.4′ 138°41.3′ 8.0 4.9 182 中越地方 

2011 6 2 37°01.1′ 138°42.3′ 5.7 4.7 180 中越地方 

2011 7 31 36°54.2′ 141°13.3′ 57.3 6.5 73 福島県沖 

2011 8 19 37°38.9′ 141°47.8′ 51.2 6.5 169 福島県沖 

2011 11 20 36°42.6′ 140°35.3′ 9.0 5.3 27 茨城県北部 

2012 1 28 35°29.4′ 138°58.6′ 18.2 5.4 182 富士五湖地方 

2012 3 14 35°44.9′ 140°55.9′ 15.1 6.1 85 千葉県東方沖 

2013 9 20 37°03.1′ 140°41.7′ 16.7 5.9 65 福島県浜通り   

2014 9 16 36°05.6′ 139°51.8′ 46.5 5.6 78 茨城県南部   

2015 5 25 36°03.3′ 139°38.3′ 55.7 5.5 98 埼玉県北部   

2015 9 12 35°33.3′ 139°49.8′ 56.6 5.2 123 東京湾   

2016 5 16 36°02.0′ 139°53.2′ 53.2 5.5 81 茨城県南部 

2016 11 22 37°21.2′ 141°36.2′ 36.2 7.4 133 福島県沖 

2016 12 28 36°43.2′ 140°34.4′ 34.4 6.3 28 茨城県北部 
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第 4－1 表 気象庁震度階級関連解説表（2009）（抜粋） 

●木造建物（住宅）の状況 

震度 

階級 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 － 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることがあ

る。 

５強 － 壁などにひび割れ・亀裂がみられることがある。 

６弱 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられる

ことがある。 

壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ることがある。 

瓦が落下したり、建物が傾いたりすることがある。倒

れるものもある。 

６強 
壁などにひび割れ・亀裂がみられることが

ある。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るものが多くな

る。 

傾くものや、倒れるものが多くなる。 

７ 
壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。まれ

に傾くことがある。 
傾くものや、倒れるものがさらに多くなる。 

（注 1）木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど高い傾向があり、

概ね昭和 56 年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降には耐震性が高い傾向がある。

しかし、構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで

耐震性の高低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注 2）この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラス、金網下

地を含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル等が剥離し、落下しや

すくなる。 

（注 3）木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成 20年（2008 年）岩手・宮城

内陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

 

●鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 

階級 

鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５強 － 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が入

ることがある。 

６弱 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂が入ることがある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が多

くなる。 

６強 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂が多くなる。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めや X 状のひび

割れ・亀裂がみられることがある。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものがある。

７ 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂がさらに多くなる。 

1 階あるいは中間階が変形し、まれに傾く

ものがある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めや X 状のひび

割れ・亀裂が多くなる。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが多くな

る。 

（注 1）鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、概ね昭和 56 年（1981

年）以前は耐震性が低く、昭和 57年（1982 年）以降は耐震性が高い傾向がある。しかし、構造形式や平面的、

立面的な耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が

決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注 2）鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割れがみられるこ

とがある。 
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第 5－1 表 地震動評価に用いる地下構造モデル 

 

 

水平 鉛直

- 3220 5550 2.70

265.0 3220 5550 2.70

60.0 2750 4740 2.63

Q=110f
0.69

0.02 0.01

200.0 840 2110 1.96

107.0 790 2000 1.85

-1002.0

-737.0

-677.0

-477.0

-370.0

EL.
(m)

層厚
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度

(g/cm
3
)

減衰定数

－   

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
0 
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第 6－1 表 検討用地震の選定に用いる内陸地殻内地震の諸元 

 

地 震 名 
長さ 

（km） 

地震 

規模 

Ｍ 

断層上

端深さ 

（km） 

等 価 

震源距離

（km） 

補正 

係数※2 

818 年関東諸国の地震 － 7.5 － 102  

棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近

の推定活断層 
42 7.5 3 37 考慮 

関口－米平リニアメント 6 6.8※1 3 27 考慮 

竪破山リニアメント 4 6.8※1 3 25 考慮 

宮田町リニアメント 1 6.8※1 3 21 考慮 

Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ

平地震断層 
58 7.8 3 31 考慮 

Ｆ３断層～Ｆ４断層 16 6.8 5 22  

Ｆ８断層 26 7.2 5 26  

Ｆ１６断層 26 7.2 5 30  

Ａ－１背斜 20 7.0 5 22  

関谷断層 40 7.5 5 92  

深谷断層帯・綾瀬川断層 103 8.2 5 128  

Ｆ１１断層 5 6.8※1 3 38 考慮 

※1 短い断層については，地震規模をＭ6.8 として評価する。  

※2 福島県と茨城県の県境付近で発生した地震による補正係数  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
1 
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第 6－2 表 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層パラメータ（基本震源

モデル，アスペリティ位置の不確かさを考慮） 

 
  

全体 北部 南部

57.7 21.8 35.9

54.2 20.1 34.1

60
（西傾斜）

60
（西傾斜）

60
（西傾斜）

活断層調査結果に基づき設定

3 3 3

18 18 18

17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

967.9 362.4 605.5 断層面より算定

同心円状 同心円状 同心円状 －

153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)（２９）による）

1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）
（参考）

1.89E+19 1.16E+19 1.49E+19 A=4πraΔσaβ
2

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa

設定方法

断層上端長さ（km）

断層傾斜角（°）

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

活断層調査結果による位置を基に設定

微小地震の発生及び地下構造から設定

項目
設定値

1.65E+19

3.50E+10

断層下端長さ（km）

3.56E+19

3.50E+10 3.50E+10

M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5
乗比で分配

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s
（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

背景領域

断層幅W（km）

断層面積S（km2）

破壊伝播様式

地震モーメントM0（N・m）

剛性率(N/m2)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考）

平均すべり量D（cm）

アスペリ
ティ

平均応力降下量Δσ（MPa）

破壊伝播速度Vr（km/s）

5.21E+19

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－3 表 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の検討ケース 

 

ケース名 

断層 

長さ 

（km）

断層 

上端 

深さ 

（km）

断層 

下端 

深さ 

（km） 

断層幅 

（km） 

断層 

傾斜角 

（°） 

アスペリティ 

位置 

破壊 

開始点

短周期

レベル

基本震源モデル 58 3 18 17.3 西 60 
断層端部から１

マス空けて配置

複数 

設定 
平均 

短周期レベルの

不確かさを考慮
58 3 18 17.3 西 60 

断層端部から１

マス空けて配置

複数 

設定 
1.5 倍

断層傾斜角の不

確かさを考慮 
58 3 18 21.2 西 45 

断層端部から１

マス空けて配置

複数 

設定 
平均 

アスペリティ位

置の不確かさを

考慮 

58 3 18 17.3 西 60 
断層端部に 

配置 

複数 

設定 
平均 

※応答スペクトルに基づく手法における基本震源モデルと短周期レベルの不確かさケースは共通と

する。  

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－4 表 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層パラメータ（短周期レ

ベルの不確かさを考慮） 

 
  

全体 北部 南部

57.7 21.8 35.9

54.2 20.1 34.1

60
（西傾斜）

60
（西傾斜）

60
（西傾斜）

活断層調査結果に基づき設定

3 3 3

18 18 18

17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

967.9 362.4 605.5 断層面より算定

同心円状 同心円状 同心円状 －

153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 21.14 21.14 21.14 Δσa =Δσ×S/Sa×1.5

短周期レベルA（N・m/s2）
（参考）

2.83E+19 1.73E+19 2.24E+19 A=4πraΔσaβ
2

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 4.23 4.23 4.23 Δσb=0.2Δσa

背景領域

破壊伝播様式

地震モーメントM0（N・m） 5.21E+19

平均すべり量D（cm）

平均応力降下量Δσ（MPa）

破壊伝播速度Vr（km/s）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考）

アスペリ
ティ

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

1.65E+19

断層面積S（km2）

微小地震の発生及び地下構造から設定

M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5
乗比で分配

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s
（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

断層傾斜角（°）

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

断層幅W（km）

3.56E+19

設定方法

断層上端長さ（km）

断層下端長さ（km）
活断層調査結果による位置を基に設定

項目
設定値

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－5 表 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層パラメータ（断層傾斜

角の不確かさを考慮） 

 

 
  

全体 北部 南部

57.1 21.5 35.6

51.1 18.5 32.6

45
（西傾斜）

45
（西傾斜）

45
（西傾斜）

活断層調査結果の不確かさなどを踏まえ
設定

3 3 3

18 18 18

21.2 21.2 21.2 地震発生層と断層傾斜角から設定

1146.9 424.0 722.9 断層面より算定

同心円状 同心円状 同心円状 －

182.3 152.9 199.6 D=M0/(μS)

3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

2.22E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

面積Sa（km2） 252.3 93.3 159.0 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 364.6 305.7 399.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 3.22E+19 9.98E+18 2.22E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）
（参考）

2.06E+19 1.25E+19 1.63E+19 A=4πraΔσaβ
2

面積Sb（km2） 894.6 330.7 563.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 130.9 109.7 143.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.10E+19 1.27E+19 2.83E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa

背景領域

破壊伝播様式

地震モーメントM0（N・m） 7.32E+19

平均すべり量D（cm）

平均応力降下量Δσ（MPa）

破壊伝播速度Vr（km/s）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考）

アスペリ
ティ

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

2.27E+19

断層面積S（km2）

微小地震の発生及び地下構造から設定

M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5
乗比で分配

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s
（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

断層傾斜角（°）

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

断層幅W（km）

5.05E+19

設定方法

断層上端長さ（km）

断層下端長さ（km）
活断層調査結果による位置を基に設定

項目
設定値

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－6 表 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の地震動評価に用いる要素地

震の諸元 

 

項目 設定値 

発生日時 2011 年 4月 14 日 7時 35 分 

気象庁マグニチュード 5.1 

震央位置 
東経（°） 140.57 

北緯（°） 36.78 

震源深さ（km） 8.8 

走向（°）※ 155 ; 314 

傾斜（°）※ 63 ; 29 

すべり角（°）※ -80 ; -109 

地震モーメント（N・m）※ 2.41×1016 

コーナー周波数（Hz） 1.2 

応力降下量（MPa） 7.54 

※ Ｆ－ｎｅｔによる。 

  

N
T
2
 
補
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 Ⅴ
-
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-1
-
2
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第 6－7 表 検討用地震の選定に用いるプレート間地震の諸元 

 

年月日 

地震規模 

 

Ｍ 

等 価 

震源距離

（km） 

地  名 

（地震名） 

1677.11. 4 8.0 169 1677 年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震

1896. 1. 9 7.3 60 1896 年鹿島灘の地震 

1923. 9. 1 7.9 187 1923 年関東大地震 

1930. 6. 1 6.5 55 1930 年那珂川下流域の地震 

1938. 5.23 7.0 75 1938 年塩屋崎沖の地震 

1938. 9.22 6.5 63 1938 年鹿島灘の地震 

1938.11. 5 7.5 136 1938 年福島県東方沖地震 

2011. 3.11 Ｍｗ9.0 － 2011 年東北地方太平洋沖地震の本震※ 

2011. 3.11 7.6 － 2011 年東北地方太平洋沖地震の最大余震※ 

－ 7.3 77 
茨城県南部の地震 

（中央防災会議（2013）） 

－ 7.6 84 
茨城県沖の地震 

（地震調査研究推進本部（2012）） 

※ 観測記録より求めた解放基盤波を用いる。 

  

N
T
2
 
補
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-
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第 6－8 表 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ（基本震源モデル，ＳＭＧＡ位置の

不確かさを考慮） 

 

 

設定値 設定方法

θ(°) 200 F-net

δ1(°) 12 壇他(2005)（３６）

δ2(°) 21 壇他(2005)

λ(°) 88 F-net

L(km) 500 断層面積に基づき算定

W(km) 200 断層面積に基づき算定

N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1

hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

S(km2) 100000 logS=M-4.0　佐藤他(1989)（３７）

Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

M0(N･m） 4.00E+22
logM0=1.5Mw+9.1

Hanks and Kanamori(1979)（３８）

MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

μ(N/m2) 4.68E+10

μ=ρVs
2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部（2002）（３９），

（2005）（４０）

Vs(km/s) 3.9 地震調査研究推進本部（2002），（2005）

Vr(km/s) 3.0 地震調査研究推進本部（2002），（2005）

面積 Sa(km
2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 24.6 Δσa=S/Sa×Δσ

短周期レベル Aa(N･m/s
2) 2.97E+20 Aa=(ΣAai

2)1/2=51/2Aa1

面積 Sa1(km
2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 24.6 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s
2) 1.33E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs

2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

面積 Sb(km
2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 4.9 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q 110f 0.69 佐藤他（1994）

項目

剛性率

せん断波速度

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

平均すべり量

下端深さ

断層面積

平均応力降下量

地震モーメント

基準点北緯

幅

基準点東経

基準点深さ

上端深さ

走向

傾斜角1（東側）

傾斜角2（西側）

すべり角

長さ

Q値

SMGA全体

各SMGA

背景領域

破壊伝播速度

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－9 表 2011 年東北地方太平洋沖型地震の検討ケース 

 

ケース名 断層設定位置 地震規模 

断層 

傾斜角 

（°） 

ＳＭＧＡ 

位置 
短周期レベル 

基本震源モデル

フィリピン海プレート

の北東限を考慮し，三

陸沖中部～茨城県沖に

設定 

Ｍｗ9.0 
12(東半分) 

21(西半分) 

過去の地震発生

状況を踏まえ 

配置 

当該地域で発生

した過去の地震

の短周期レベル

に基づき設定 

ＳＭＧＡ位置の

不確かさを考慮

フィリピン海プレート

の北東限を考慮し，三

陸沖中部～茨城県沖に

設定 

Ｍｗ9.0 
12(東半分) 

21(西半分) 

茨城県沖のＳＭ

ＧＡ位置を敷地

近傍に配置 

当該地域で発生

した過去の地震

の短周期レベル

に基づき設定 

短周期レベルの

不確かさを考慮

フィリピン海プレート

の北東限を考慮し，三

陸沖中部～茨城県沖に

設定 

Ｍｗ9.0 
12(東半分) 

21(西半分) 

過去の地震発生

状況を踏まえ 

配置 

基本震源モデル

の 1.5 倍 

ＳＭＧＡ位置と

短周期レベルの

不確かさの重畳

を考慮 

フィリピン海プレート

の北東限を考慮し，三

陸沖中部～茨城県沖に

設定 

Ｍｗ9.0 
12(東半分) 

21(西半分) 

茨城県沖のＳＭ

ＧＡ位置を敷地

近傍に配置 

基本震源モデル

の 1.5 倍 

 
  

N
T
2
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第 6－10 表 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ（短周期レベルの不確かさを考慮，

ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳を考慮） 

 

設定値 設定方法

θ(°) 200 F-net

δ1(°) 12 壇他(2005)

δ2(°) 21 壇他(2005)

λ(°) 88 F-net

L(km) 500 断層面積に基づき算定

W(km) 200 断層面積に基づき算定

N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1

hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

S(km2) 100000 logS=M-4.0　佐藤他(1989)

Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

M0(N･m） 4.00E+22
logM0=1.5Mw+9.1

Hanks and Kanamori(1979)

MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部（2002），（2005）

Vs(km/s) 3.9 地震調査研究推進本部（2002），（2005）

Vr(km/s) 3.0 地震調査研究推進本部（2002），（2005）

面積 Sa(km
2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 37.0 Δσa=S/Sa×Δσ×1.5

短周期レベル Aa(N･m/s
2) 4.46E+20 Aa=(ΣAai

2)1/2=51/2Aa1

面積 Sa1(km
2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 37.0 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s
2) 1.99E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs

2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

面積 Sb(km
2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 7.4 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q 110f 0.69 佐藤他（1994）

傾斜角2（西側）

すべり角

長さ

Q値

SMGA全体

各SMGA

背景領域

破壊伝播速度

項目

剛性率

せん断波速度

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

平均すべり量

下端深さ

断層面積

平均応力降下量

地震モーメント

幅

基準点北緯

基準点東経

基準点深さ

上端深さ

走向

傾斜角1（東側）

N
T
2
 
補
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-
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 R
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第 6－11 表 2011 年東北地方太平洋沖型地震の地震動評価に用いる要素地震の諸元 

 

（要素地震（北部）） 

項目 設定値 

発生日時 2011 年 3月 10 日 6時 23 分 

気象庁マグニチュード 6.8 

震央位置 
東経（°） 143.05 

北緯（°） 38.17 

震源深さ（km） 9.3 

走向（°）※ 22 ; 213 

傾斜（°）※ 68 ; 23 

すべり角（°）※ 85 ; 101 

地震モーメント（N・m）※ 5.51×1018 

コーナー周波数（Hz） 0.22 

応力降下量（MPa） 11.8 

※ Ｆ－ｎｅｔによる。 

 
（要素地震（南部）） 

項目 設定値 

発生日時 2009 年 2月 1日 6時 51 分 

気象庁マグニチュード 5.8 

震央位置 
東経（°） 141.28 

北緯（°） 36.72 

震源深さ（km） 47.0 

走向（°）※ 25 ; 232 

傾斜（°）※ 76 ; 15 

すべり角（°）※ 83 ; 116 

地震モーメント（N・m）※ 4.65×1017 

コーナー周波数（Hz） 0.48 

応力降下量（MPa） 10.4 

※ Ｆ－ｎｅｔによる。 
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第 6－12 表 検討用地震の選定に用いる海洋プレート内地震の諸元 

 

年月日 

地震規模 

 

Ｍ 

等 価 

震源距離

（km） 

地  名 

（地震名） 

1895. 1.18 7.2 69 1895 年霞ヶ浦付近の地震 

1921.12. 8 7.0 74 1921 年城県龍ヶ崎付近の地震 

－ 7.3 64 茨城県南部の地震（中央防災会議（2004）） 

－ 7.3 70 茨城県南部の地震（中央防災会議（2013）） 

－ 7.1 89 
震源断層を予め特定しにくい地震（陸域）（地

震調査研究推進本部（2009）） 

－ 7.3 81 
震源断層を予め特定しにくい地震（海域）（地

震調査研究推進本部（2009）） 

－ 8.2 164 
海溝寄りのプレート内地震（地震調査研究推

進本部（2009）） 

  N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－13 表 茨城県南部の地震の断層パラメータ（基本震源モデル，アスペリティ位置の不確かさ

を考慮） 

 
  

設定値 設定方法

N（°） 36.291

E（°） 140.060

h(km) 38～54 フィリピン海プレートの上面位置

Mj 7.3 Mj=Mw

MW 7.3 中央防災会議(2013)

M0(N･m） 1.12E+20
logM0=1.5Mw+9.1

Hanks and Kanamori(1979)

θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
ト内の地震を想定する領域

δ(°) 90 中央防災会議(2013)

－ 右横ずれ 長谷川他(2013)

λ(°) 180 長谷川他(2013)

Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

S(km2) 900 中央防災会議(2013)

L(km) 45 L=S/W

W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
トの厚さ

ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)（４３）

μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

D(m) 2.55 D=M0/(μS)

Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

面積 Sa(km
2) 150 中央防災会議(2013)

すべり量 Da(m) 5.10 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 3.52E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62.0 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

A(N･m/s2) 8.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

面積 Sb(km
2) 750 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.23 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 7.70E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q 110f 0.69 佐藤（1994）

中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
ト内の地震を想定する領域の北端

項目

Q値

アスペリティ

背景領域

走向

傾斜角

ずれの種類

すべり角

上端深さ

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

地震モーメント

破壊伝播速度

基準点 （断層北西端）

密度

せん断波速度

剛性率

平均すべり量

平均応力降下量

断層面積

長さ

幅

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
2 
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第 6－14 表 茨城県南部の地震の検討ケース 

 

ケース名 

地震 

規模 

Ｍ 

断層 

傾斜角

（°）

応力 

降下量 

（MPa） 

アスペリテ

ィ位置 
震源位置 

等 価 

震源 

距離 

（km）

基本震源モデル 7.3 90 62 

海洋性 

マントルの 

最上部 

フィリピン海プレート内の

地震を想定する領域のうち

敷地から十分近い位置 

76.0 

断層傾斜角の不確かさ

を考慮 
7.3 37 62 

海洋性 

マントルの 

最上部 

フィリピン海プレート内の

地震を想定する領域のうち

敷地から十分近い位置 

83.4 

アスペリティ位置の 

不確かさを考慮 
7.3 90 62 断層上端 

フィリピン海プレート内の

地震を想定する領域のうち

敷地から十分近い位置 

74.7 

応力降下量の不確かさ

を考慮 
7.3 90 77.59 

海洋性 

マントルの 

最上部 

フィリピン海プレート内の

地震を想定する領域のうち

敷地から十分近い位置 

76.5 

地震規模の不確かさを

考慮 
7.4 90 62 

海洋性 

マントルの 

最上部 

フィリピン海プレート内の

地震を想定する領域のうち

敷地から十分近い位置 

76.3 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－15 表 茨城県南部の地震の断層パラメータ（断層傾斜角の不確かさを考慮） 

 
 

設定値 設定方法

N（°） 36.291

E（°） 140.060

h(km) 38～51 フィリピン海プレートの上面位置

Mj 7.3 Mj=Mw

MW 7.3 中央防災会議(2013)

M0(N･m） 1.12E+20
logM0=1.5Mw+9.1

Hanks and Kanamori(1979)

θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
ト内の地震を想定する領域

δ(°) 37 敷地へ向く傾斜角

－ 右横ずれ 長谷川他(2013)

λ(°) 180 長谷川他(2013)

Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

S(km2) 900 中央防災会議(2013)

L(km) 45 L=S/W

W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
トの厚さ

ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

D(m) 2.55 D=M0/(μS)

Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

面積 Sa(km
2) 150 中央防災会議(2013)

すべり量 Da(m) 5.10 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 3.52E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62.0 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

A(N･m/s2) 8.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

面積 Sb(km
2) 750 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.23 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 7.70E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q 110f 0.69 佐藤（1994）

中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
ト内の地震を想定する領域の北端

項目

Q値

アスペリティ

背景領域

走向

傾斜角

ずれの種類

すべり角

上端深さ

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

地震モーメント

破壊伝播速度

基準点 （断層北西端）

密度

せん断波速度

剛性率

平均すべり量

平均応力降下量

断層面積

長さ

幅

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－16 表 茨城県南部の地震の断層パラメータ（応力降下量の不確かさを考慮） 

 

設定値 設定方法

N（°） 36.291

E（°） 140.060

h(km) 42～54 フィリピン海プレートの上面位置

Mj 7.3 Mj=Mw

MW 7.3 中央防災会議(2013)

M0(N･m） 1.12E+20
logM0=1.5Mw+9.1

Hanks and Kanamori(1979)

θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート
内の地震を想定する領域

δ(°) 90 中央防災会議(2013)

－ 右横ずれ 長谷川他(2013)

λ(°) 180 長谷川他(2013)

Δσ(MPa) 15.4 Δσ=（7π1.5/16）（M0/S
1.5）

S(km2) 681 S=（49π4β4M0
2）/（16A2Sa）

L(km) 34 L=S/W

W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート
の厚さ

ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

D(m) 3.58 D=M0/(μS)

Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

A(N･m/s2) 1.02E+20
A=9.84×1017×M0

1/3[dyne-cm]

笹谷他（2006）

面積 Sa(km
2) 135

Sa=1.25×10-16M0
2/3[dyne-cm]

笹谷他（2006）

すべり量 Da(m) 7.16 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 4.45E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 77.6 Δσa=A/（4πβ2）/（Sa/π）0.5

面積 Sb(km
2) 546 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.70 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 6.77E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 15.5 Δσb=0.2Δσa

Q 110f 0.69 佐藤（1994）

破壊伝播速度

断層面積

長さ

中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート
内の地震を想定する領域の北端

基準点 （断層北西端）

せん断波速度

剛性率

平均すべり量

Q値

背景領域

項目

上端深さ

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

地震モーメント

走向

幅

密度

傾斜角

ずれの種類

すべり角

平均応力降下量

アスペリティ

短周期レベル

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
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第 6－17 表 茨城県南部の地震の断層パラメータ（地震規模の不確かさを考慮） 

 

設定値 設定方法

N（°） 36.291

E（°） 140.060

h(km) 34～54 フィリピン海プレートの上面位置

Mj 7.4 Mj=Mw

MW 7.4 与条件

M0(N･m） 1.58E+20
logM0=1.5Mw+9.1

Hanks and Kanamori(1979)

θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
ト内の地震を想定する領域

δ(°) 90 中央防災会議(2013)

－ 右横ずれ 長谷川他(2013)

λ(°) 180 長谷川他(2013)

Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

S(km2) 1120 与条件より算定

L(km) 56 L=S/W

W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
トの厚さ

ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

D(m) 2.55 D=M0/(μS)

Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

面積 Sa(km
2) 187 Sa =0.167S

すべり量 Da(m) 6.15 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 5.28E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62.0 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

Aa (N･m/s
2
) 9.61E+19 Aa=4πraΔσaVs

2

面積 Sa1(km
2
) 93 Sa1 =Sa/2

すべり量 Da1(m) 6.15 Da1=Da

地震モーメント M0a1(N･m） 2.64E+19 M0a1=μDa1Sa1

応力降下量 Δσa1(MPa) 62.0 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

Aa1 (N･m/s
2) 6.79E+19 Aa1=4πra1Δσa1Vs

2

面積 Sb(km
2) 933 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.46 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 1.06E+20 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q 110f 
0.69 佐藤（1994）

中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
ト内の地震を想定する領域の北端

項目

Q値

アスペリティ全体

各アスペリティ

背景領域

走向

傾斜角

ずれの種類

すべり角

上端深さ

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

地震モーメント

破壊伝播速度

基準点 （断層北西端）

せん断波速度

密度

剛性率

平均すべり量

平均応力降下量

断層面積

長さ

幅

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
2 
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第 6－18 表 茨城県南部の地震の地震動評価に用いる要素地震の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ Ｆ－ｎｅｔによる。 

  

項目 設定値 

発生日時 2014 年 11 月 12 日 9 時 53 分 

気象庁マグニチュード 4.8 

震央位置 
東経（°） 140.086 

北緯（°） 36.133 

震源深さ（km） 65.8 

走向（°）※ 4 ; 189 

傾斜（°）※ 64 ; 26 

すべり角（°）※ 88 ; 95 

地震モーメント（N・m）※ 2.59×1016 

コーナー周波数（Hz） 1.17 

応力降下量（MPa） 5.5 
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第 6－19 表 検討対象とする内陸地殻内地震 

 

  

No 地震名 日時 規模 

1 2008 年岩手・宮城内陸地震  2008/06/14,08:43 Ｍｗ6.9 

2 2000 年鳥取県西部地震 2000/10/06,13:30 Ｍｗ6.6 

3 2011 年長野県北部地震  2011/03/12,03:59 Ｍｗ6.2 

4 1997 年 3月鹿児島県北西部地震 1997/03/26,17:31 Ｍｗ6.1 

5 2003 年宮城県北部地震  2003/07/26,07:13 Ｍｗ6.1 

6 1996 年宮城県北部(鬼首)地震  1996/08/11,03:12 Ｍｗ6.0 

7 1997 年 5月鹿児島県北西部地震 1997/05/13,14:38 Ｍｗ6.0 

8 1998 年岩手県内陸北部地震  1998/09/03,16:58 Ｍｗ5.9 

9 2011 年静岡県東部地震  2011/03/15,22:31 Ｍｗ5.9 

10 1997 年山口県北部地震  1997/06/25,18:50 Ｍｗ5.8 

11 2011 年茨城県北部地震  2011/03/19,18:56 Ｍｗ5.8 

12 2013 年栃木県北部地震 2013/02/25,16:23 Ｍｗ5.8 

13 2004 北海道留萌支庁南部地震  2004/12/14,14:56 Ｍｗ5.7 

14 2005 年福岡県西方沖地震の最大余震 2005/04/20,06:11 Ｍｗ5.4 

15 2012 年茨城県北部地震  2012/03/10,02:25 Ｍｗ5.2 

16 2011 年和歌山県北部地震  2011/07/05,19:18 Ｍｗ5.0 
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第 6－20 表 2008 年岩手・宮城内陸地震の震源域と東海第二発電所敷地近傍の比較 

項目 比較 

結果 

2008 年岩手・宮城内陸地震 

の震源域 

東海第二発電所 

敷地近傍 

地質 △  震源域近傍には，主に中新統～鮮新

統の堆積岩・火山岩等，第四系の火

山岩類が分布する。 

 敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮

新統の堆積岩，更新統の段丘堆積物

等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が

分布する。 

地質 

構造 

×  震源域近傍には，中新世以降に形

成された褶曲構造が認められる。 

 カルデラが密集することから，地

質構造が複雑である。 

 敷地近傍に広く分布する新第三系

鮮新統～第四系下部更新統（久米

層）及びこれを不整合に覆う上部更

新統はほぼ水平に分布している。

 敷地近傍にカルデラは分布しない。

変動 

地形等 

×  下記の観点より，震源域近傍は変

動地形等の認識が難しい地域であ

る。 

  震源域は山間部に位置し，近傍

に河成段丘が一部分布するのみ

であり，指標となる地形が少な

い。 

  大規模地すべりを含めた地すべ

りが密集している。 

 田力他(2009)（４８）によると， 木

立付近には短いながら明瞭な断層

変位地形があり，低位段丘礫層堆

積期以降に複数回，比較的活発な

活動を繰り返していることが明ら

かとなった。 

 下記の観点より，敷地近傍は変動地

形等が認識しやすい地域である。

  陸域には後期更新世以降に形成

された段丘面が広く分布してい

る。 

  地すべりが認められない。 

  海域には堆積層からなる鮮新統

及び下部更新統が水平に広く分

布している。 

 変動地形学的調査の結果，敷地近傍

陸域に変動地形は認められない。

火山 ×  火山フロントに近接する。  火山フロントの遠方に位置する。

地震地

体構造 

×  東北日本弧内帯（8C）  東北日本弧外帯（8B） 

応力場 ×  防災科学技術研究所（2013）におい

て，ひずみ集中帯と指摘されてい

る。 

 東西圧縮の逆断層型が卓越 

 ひずみ集中帯と指摘している文献

はない。 

 敷地周辺の茨城県北部では南西－

北東引張の正断層型が卓越 

【凡例】○：類似性あり，△：類似性低い～一部あり，×：類似性なし 
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第 6－21 表 2000 年鳥取県西部地震の震源域と東海第二発電所敷地近傍の比較 

項目 比較 

結果 

2000 年鳥取県西部地震 

の震源域 

東海第二発電所 

敷地近傍 

地質 ×  震源域近傍には，主に白亜系～古

第三系の花崗岩及び中新統の安山

岩～玄武岩の岩脈が分布する。 

 敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮

新統の堆積岩，更新統の段丘堆積物

等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が

分布する。 

地質 

構造 

×  第四紀中期以降に新たに断層面を

形成して，断層が発達しつつあり，

活断層の発達過程としては初期な

いし未成熟な段階にある。 

 敷地近傍に広く分布する新第三系

鮮新統～第四系下部更新統（久米

層）及びこれを不整合に覆う上部更

新統はほぼ水平に分布している。

変動 

地形等 

×  下記の観点より，震源域近傍は変

動地形等の認識が難しい地域であ

る。 

  岡田(2002)（５０）によると，震源

域近傍の活断層の特徴として，

第四紀中期以降に新たな断層面

を形成して断層が発達しつつあ

り，活断層の発達過程としては

初期ないし未成熟な段階にあ

る。 

 震源域に震源断層の方向とほぼ一

致する短く断続するリニアメント

群が判読されるとともにリニアメ

ント沿いで水平に近い条線をもつ

断層露頭が多く確認され，これら

の断層は横ずれ断層に伴うフラワ

ー構造を呈して地下では 1 本の断

層に収斂すると推測されている。 

 下記の観点より，敷地近傍は変動地

形等が認識しやすい地域である。

  陸域には後期更新世以降に形成

された段丘面が広く分布してい

る。 

  地すべりが認められない。 

  海域には堆積層からなる鮮新統

及び下部更新統が水平に広く分

布している。 

 変動地形学的調査の結果，敷地近傍

陸域に変動地形は認められない。

火山 ×  火山フロントに近接する。  火山フロントの遠方に位置する。

地震地

体構造 

×  中国山地・瀬戸内海（10C5）  東北日本弧外帯（8B） 

応力場 ×  西村（2014）において，ひずみ集中

帯と指摘されている。 

 東西圧縮の横ずれ断層型が卓越 

 ひずみ集中帯と指摘している文献

はない。 

 敷地周辺の茨城県北部では南西－

北東引張の正断層型が卓越 

【凡例】○：類似性あり，△：類似性低い～一部あり，×：類似性なし 
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第 6－22 表 震源を特定せず策定する地震動の設定に用いる地下構造モデル 

 

 
 

 

 

  

水平 鉛直

790 2000 1.85

0.072f
-0.931

0.203f
-0.93

258.0 3220 5550 2.78

- 3220 5550 2.78

55.0 2750 4740 2.65

0.022 0.001f
-1.000

24.0 947 2256 2.07

89.0 904 2205 2.00

835 2124 1.89

106.0

90.0

-734.0

-992.0

-679.0

-655.0

-566.0

-476.0

-370.0

EL.
(m)

層厚
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度

(g/cm
3
)

減衰定数

－   
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第 6－23 表 設計用応答スペクトルのコントロールポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＴＡ～ＴＦは周期（s） 

  

応答スペクトル  
コントロールポイント 

ＴＡ ＴＢ ＴＣ ＴＤ ＴＥ 

ＳＳ－Ｄ１Ｈ 
周期（s）  0.02 0.09 0.13 0.60 5.00 

速度（cm/s）  2.77 34.38 50.69 115.00 115.00 

応答スペクトル  
コントロールポイント 

ＴＡ ＴＢ ＴＣ ＴＤ ＴＥ ＴＦ 

ＳＳ－Ｄ１Ｖ 
周期（s）  0.02 0.04 0.09 0.13 0.60 5.00 

速度（cm/s）  1.78 6.37 22.20 34.14 76.67 76.67
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第 6－24 表 振幅包絡線の経時的変化 

 

種別 
継続時間 

（s） 

振幅包絡線の経時的変化（s） 

tB tC tD 

ＳＳ－Ｄ１Ｈ 139.28 16.60 47.50 139.28 

ＳＳ－Ｄ１Ｖ 139.28 16.60 47.50 139.28 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

M＝8.3，Xeq＝135.8km として評価 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

第 6－25 表 模擬地震波の作成結果 

種別 

作成条件 作成結果 

応 答 

スペクトル 

最大加速度 

（cm／s2） 
継続時間等 

応 答 

スペクトル比 
ＳＩ比 

ＳＳ－Ｄ１Ｈ 第 6－33 図（1） 870 第 6－38 図 第 6－37 図 1.0 以上 

ＳＳ－Ｄ１Ｖ 第 6－33 図（2） 560 第 6－38 図 第 6－37 図 1.0 以上 

  

tB＝10 0.5M－2.93 

tC－tB＝10 0.3M－1.0 

tD－tC＝10 0.17M＋0.54logXeq－0.6 

       (t／tB)2 

E(t)＝  1 

       exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] 

tB＝16.60（s） tC＝47.50（s） 

tD＝139.28（s） 

ＤＣ

ＣＢ

Ｂ

ｔｔｔ

ｔｔｔ

ｔｔ0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 20 40 60 80 100 120 140 160

振
幅

時間(s)
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第 6－26 表 基準地震動ＳＳの最大加速度 

 

 

 

基準地震動 

最大加速度（cm/s2） 

ＮＳ 
方向 

ＥＷ 
方向 

ＵＤ 
方向 

ＳＳ－Ｄ１ 応答スペクトル手法による基準地震動 870 560 

ＳＳ－１１ 
Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層に
よる地震 
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 1） 

717 619 579 

ＳＳ－１２ 
Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層に
よる地震 
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 2） 

871 626 602 

ＳＳ－１３ 
Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層に
よる地震 
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 3） 

903 617 599 

ＳＳ－１４ 
Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層に
よる地震 
（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点 2） 

586 482 451 

ＳＳ－２１ 
2011 年東北地方太平洋沖型地震 
（短周期レベルの不確かさ） 

901 887 620 

ＳＳ－２２ 
2011 年東北地方太平洋沖型地震 
（ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重
畳） 

1009 874 736 

ＳＳ－３１ 
2004 年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保
守性を考慮した地震動 

610 280 
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第 7－1 表 活断層のリスト（調査モデル） 

 

断層 

番号 
断層名 

断層 

長さ 

(km) 

等価震源 

距離(km) 

Ｍ※1 

（松田式） 

Ｍ※2 

（武村式）
活動度

再来期間 

(年)  

1 関谷断層 40 92 7.5 7.6 － 3,350
※4

2 三郡森付近 18 106 6.9 7.0 Ｂ 5,600

3 大阪－足沢 7 91 6.8 6.9 Ｂ 4,800

4 二ッ箭断層 8 82 6.8 6.9 Ｂ 4,800

5 赤井断層 5 73 6.8 6.9 Ｃ 25,600

6 湯ノ岳断層 5 64 6.8 6.9 Ｂ 4,800
※4

7 江花－虫笠 9 94 6.8 6.9 Ｂ 4,800

8 那須湯本北 9 94 6.8 6.9 Ｂ 4,800

9 那須湯本北東 4 89 6.8 6.9 Ｂ 4,800

10 湯本塩原断層群 3 92 6.8 6.9 Ｂ 4,800

11 深谷断層帯・綾瀬川断層 103 128 8.2 8.3 － 58,000
※4

12 新編日活海域
※3
 11 102 6.8 6.9 Ｃ 25,600

13 新編日活海域
※3
 23 110 7.1 7.2 Ｃ 38,000

14 新編日活海域
※3
 22 98 7.1 7.2 Ｃ 36,700

15 新編日活海域
※3
 12 99 6.8 6.9 Ｃ 25,600

16 新編日活海域
※3
 15 109 6.8 6.9 Ｃ 26,000

17 新編日活海域
※3
 17 93 6.9 7.0 Ｃ 28,900

18 新編日活海域
※3
 30 83 7.3 7.4 Ｃ 50,200

19 新編日活海域
※3
 12 90 6.8 6.9 Ｃ 25,600

20 新編日活海域
※3
 12 87 6.8 6.9 Ｃ 25,600

21 新編日活海域
※3
 12 72 6.8 6.9 Ｃ 25,600

22 新編日活海域
※3
 13 112 6.8 6.9 Ｃ 25,600

23 新編日活海域
※3
 32 106 7.3 7.5 Ｃ 53,600

24 Ｆ３断層～Ｆ４断層 16 22 6.8 7.0 Ｂ 5,100

25 
棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の

推定活断層 
42 37 7.5 7.7 Ｂ 13,300

26 

Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平

地震断層 
58 31 7.8 7.9 Ｂ 18,400

※5

Ｆ１断層～北方陸域の断層 44 28 7.6 7.7 Ｂ 13,900

27 Ｆ８断層 26 26 7.2 7.3 Ｂ 8,300

28 Ｆ１６断層 26 30 7.2 7.3 Ｂ 8,300

29 Ａ－１背斜 20 22 7.0 7.1 Ｂ 6,400

30 関口－米平リニアメント 6 27 6.8 7.0 Ｂ 5,400

31 宮田町リニアメント 1 21 6.8 7.0 Ｂ 5,400

32 竪破山リニアメント 4 25 6.8 7.0 Ｂ 5,400

33 Ｆ１１断層 5 38 6.8 7.0 Ｂ 5,400

※1 松田（1975）に基づき算定。ただし下限はＭ6.8 とする。 

※2 武村（1998）（５６）に基づき算定。ただし下限はＭ6.8 とする。 

※3 活断層研究会編（1991）に記載されている活断層 

※4 更新過程に基づき評価 

※5 2011 年 4月に活動した塩ノ平地震断層の地震調査研究推進本部の手法による今後 50年発生確率はほぼ 0％で

あることから，Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の全長が破壊する場合の確率は更に低くなる。 
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第 7－2 表 活断層のリスト（推本参考モデル） 

 

断層番号 断層名 
断層長さ 

(km) 

等価震源 

距離(km) 
Ｍ 再来期間(年)※1 

1  関谷断層  38 97 7.5 3,350※2

2  関東平野北西縁断層主部  82 132 8.0 21,500※2

3  平井－櫛挽断層帯  23 138 7.1 7,000

4  大阪－足沢断層帯  16 88 6.8 12,700

5  二ツ箭断層  10 81 6.5 3,200

6  三郡森断層帯  18 105 6.9 5,700

7  湯ノ岳断層  12 65 6.6 3,800

8  井戸沢断層  19 56 7.0 62,900

9  高萩付近推定  17 34 6.9 56,300

10  棚倉破砕帯西縁断層  20 40 7.0 66,200

11  白河西方断層帯  18 94 6.9 59,600

12  越生断層  13 132 6.7 22,000

※1 地震調査研究推進本部(2012)に基づき算定。地震発生については地震調査研究推進本部（2012）に基づき，

断層番号 1，2は更新過程，それ以外はポアソン過程とする。  

※2 地震調査研究推進本部（2012）で示されている 50年発生確率 0％より，年発生確率を算出する。 
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第 7－3 表 海溝型地震で考慮している特定震源モデル（調査モデル） 

※1 地震調査研究推進本部（2012）に基づく。  
※2 巨視的断層は佐藤（1989）（３８）に，Ｍは宇佐美（2013）に基づく。 

※3 地震調査研究推進本部（2009a），（2012）に基づき更新過程として扱い，示されている 50年
発生確率 1％より，年発生確率を算出する。  

※4 地震調査研究推進本部（2012）に基づき更新過程として扱い，示されている 50年発生確率
0％より，年発生確率を算出する。  

 
 
 
 

第 7－4 表 海溝型地震で考慮している特定震源モデル(推本参考モデル) 

※1 地震調査研究推進本部（2009a），（2009b）（５７），（2012）に基づく。  
※2 巨視的断層は佐藤（1989）に，Ｍは宇佐美（2013）に基づく。 
※3 地震調査研究推進本部（2009a），（2012）に基づき更新過程として扱い，示されている 50年

発生確率 1％より，年発生確率を算出する。  
※4 巨視的断層及びＭは地震調査研究推進本部（2009a）に基づく。 
※5 ポアソン過程で評価する。 
※6 地震調査研究推進本部（2012）に基づき更新過程として扱い，示されている 50年発生確率

0％より，年発生確率を算出する。  

断層名 
断層長さ及び 
断層幅(km) 

等価震源 
距離(km) 

Ｍ 
平均発生 
間隔(年)※1 

関東地震※2 
22×45 
63×55 

162 7.9～8.2 220※3 

2011 年東北地方太平洋沖型地震 500×200 － Ｍｗ9.0 600※4 
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等価震源
距離(km) 

Ｍ 
平均発生 
間隔(年)※1 

関東地震※2 
22×45 
63×55 

162 7.9～8.2 220※3 

茨城県沖の地震 
（繰り返し発生する地震）※4 

60 ×60 103 7.0 21※5 

2011 年東北地方太平洋沖型地震 500×200 － Ｍｗ9.0 600※6 
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第 2－1 図 敷地周辺における過去の被害地震の震央分布図
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第 3－1 図 地質調査結果に基づく敷地周辺の活断層等の分布 
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（数字は震度Ⅴ程度以上の地震の年号を示す） 

第 4－1 図 敷地周辺の被害地震のマグニチュード－震央距離 

 

 

第 4－2 図 地質調査結果に基づく敷地周辺の活断層等から想定されるマグニチュード－震央距離 
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  深さ方向の地震観測点位置 

第 5－1 図 敷地地盤における地震観測点 

標高 地震観測点位置 
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第 5－2 図 敷地周辺の重力異常分布 

  

地質調査総合センター編（2013）に加筆 
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第 5－3 図 到来方向の検討に用いた地震の震央位置 
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第 5－4 図 地震波の到来方向ごとの応答スペクトル比 
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第 5－5 図 敷地及び敷地周辺で実施した各種探査結果等を基に作成した２次元地盤モデル 
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第 5－6 図（1） 解析結果（ＥＷ断面）  
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第 5－6 図（2） 解析結果（ＮＳ断面） 
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第 6－1 図（1） 解放基盤波と Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルとの比（福島県

と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震） 

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ
ク

ト
ル
比

周 期（s）

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
比

周 期（s）

応答スペクトル比の平均 
±σ 
補正係数 

応答スペクトル比の平均 
±σ 
補正係数 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
0 



 

90 
 

 

 

水 平 動 

  

 

鉛 直 動 

 

第 6－1 図（2） 解放基盤波と Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルとの比（福島県

と茨城県の県境付近で発生した地震を除く内陸地殻内地震） 
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第 6－2 図 Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルの比較（内陸地殻内地震）
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第 6－3 図 断層パラメータの設定フロー（Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地

震，基本震源モデル） 
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地震モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

アスペリティの
応力降下量

Δσa=S/Sa・Δσ
14.09MPa

与条件とした項目

巨視的パラメータ アスペリティ全体のパラメータ

強震動予測レシピを用いて設定

アスペリティ面積比
Somerville et al.(1999)（２７）

0.22断層長さL
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断層幅W
17.3km

アスペリティ総面積Sa

Sa=0.22・S
212.9km2

断層上端深さ 3km
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断層傾斜角60度

※ 断層形状を台形でモデル化しているため，断層面積を計算する際の断層長さは，
上辺と下辺の平均値である56.0kmとする。
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第 6－4 図 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデル（基本震源モデ

ル，短周期レベルの不確かさを考慮） 
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第 6－5 図 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデル（断層傾斜角の

不確かさを考慮） 
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第 6－6 図 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデル（アスペリティ

位置の不確かさを考慮） 
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第 6－7 図（1） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の応答スペクトルに基づ

く手法による地震動評価結果（水平方向） 
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第 6－7 図（2） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の応答スペクトルに基づ

く手法による地震動評価結果（鉛直方向） 
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第 6－8 図 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の地震動評価に用いる要素地

震の震央位置 

 

東海第二発電所 

2011/4/14,7:35（要素地震） 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
1 



 

99 
 

 
 

 

 

第 6－9 図（1） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（基本震源モデル，ＮＳ方向） 
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第 6－9 図（2） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（基本震源モデル，ＥＷ方向） 
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第 6－9 図（3） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（基本震源モデル，ＵＤ方向） 
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第 6－9 図（4） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（短周期レベルの不確かさを考慮，ＮＳ方向） 
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第 6－9 図（5） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（短周期レベルの不確かさを考慮，ＥＷ方向） 
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第 6－9 図（6） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（短周期レベルの不確かさを考慮，ＵＤ方向） 
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第 6－9 図（7） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（断層傾斜角の不確かさを考慮，ＮＳ方向） 

h=0.05

加
速
度
(c
m/
s

2 )

加
速
度
(c
m/
s

2 )

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

変
位
(cm)

100
100

10
00
0

50
00

10
00
0

50
00

10

50
00

10

20
00

20
00

10
00

10
00

50
0

50
0

1

50
0

1

20
0

20
0

10
0

10
0

0.1

10
0

0.1

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10
周　期　(s)

速
　

度
　

(
c
m
/
s
)

破壊開始点 1 
破壊開始点 2 
破壊開始点 3 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
2 



 

106 
 

 

 

 

 

第 6－9 図（8） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（断層傾斜角の不確かさを考慮，ＥＷ方向） 
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第 6－9 図（9） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた手

法による地震動評価結果（断層傾斜角の不確かさを考慮，ＵＤ方向） 
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第 6－9 図（10） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた

手法による地震動評価結果（アスペリティ位置の不確かさを考慮，ＮＳ方向） 
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第 6－9 図（11） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた

手法による地震動評価結果（アスペリティ位置の不確かさを考慮，ＥＷ方向） 
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第 6－9 図（12） Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層モデルを用いた

手法による地震動評価結果（アスペリティ位置の不確かさを考慮，ＵＤ方向） 
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第 6－10 図（1） 解放基盤波と Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルとの比（鹿島

灘付近で発生したプレート間地震） 
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第 6－10 図（2） 解放基盤波と Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルとの比（鹿島

灘付近で発生した地震を除くプレート間地震） 
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第 6－11 図 Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルの比較（プレート間地震）
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第 6－12 図 断層パラメータの設定フロー（2011 年東北地方太平洋沖型地震，基本震源モデル） 
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第 6－13 図 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル（基本震源モデル，短周期レベルの不

確かさを考慮） 
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第 6－14 図 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル（ＳＭＧＡ位置の不確かさを考慮） 
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第 6－15 図（1） 2011 年東北地方太平洋沖型地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評

価結果と 2011 年東北地方太平洋沖地震の解放基盤波の比較（水平方向） 
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第 6－15 図（2） 2011 年東北地方太平洋沖型地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評

価結果と 2011 年東北地方太平洋沖地震の解放基盤波の比較（鉛直方向） 
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第 6－16 図 2011 年東北地方太平洋沖型地震の地震動評価に用いる要素地震の震央位置 
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第 6－17 図（1） 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結

果（基本震源モデル及び不確かさを考慮した各評価，ＮＳ方向） 
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第 6－17 図（2） 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結

果（基本震源モデル及び不確かさを考慮した各評価，ＥＷ方向） 
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第 6－17 図（3） 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結

果（基本震源モデル及び不確かさを考慮した各評価，ＵＤ方向） 
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第 6－18 図（1） 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価果

（基本震源モデル）と 2011 年東北地方太平洋沖地震の解放基盤波の比較（ＮＳ

方向）  
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第 6－18 図（2） 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価果

（基本震源モデル）と 2011 年東北地方太平洋沖地震の解放基盤波の比較（ＥＷ

方向） 
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第 6－18 図（3） 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価果

（基本震源モデル）と 2011 年東北地方太平洋沖地震の解放基盤波の比較（ＵＤ

方向） 
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第 6－19 図（1） 解放基盤波と Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルとの比（陸域

寄りの場所で発生した海洋プレート内地震） 
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第 6－19 図（2） 解放基盤波と Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルとの比（海溝

軸寄りの場所で発生した海洋プレート内地震） 
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第 6－20 図 Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルの比較（海洋プレート内地震） 
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第 6－21 図 中央防災会議（2013）によるフィリピン海プレートの形状 
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第 6－22 図 断層パラメータの設定フロー（茨城県南部の地震，基本震源モデル） 
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第 6－23 図 茨城県南部の地震の断層モデル（基本震源モデル） 
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第 6－24 図 茨城県南部の地震の断層モデル（断層傾斜角の不確かさを考慮） 
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第 6－25 図 茨城県南部の地震の断層モデル（アスペリティ位置の不確かさを考慮） 
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第 6－26 図 茨城県南部の地震の断層モデル（応力降下量の不確かさを考慮） 
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第 6－27 図 茨城県南部の地震の断層モデル（地震規模の不確かさを考慮） 
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第 6－28 図（1） 茨城県南部の地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果（水平

方向） 
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第 6－28 図（2） 茨城県南部の地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果（鉛直

方向） 
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第 6－29 図 茨城県南部の地震の地震動評価に用いる要素地震の震央位置 
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第 6－30 図（1） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源

モデル，ＮＳ方向） 
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第 6－30 図（2） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源

モデル，ＥＷ方向） 
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第 6－30 図（3） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源

モデル，ＵＤ方向） 
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第 6－30 図（4） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（断層傾斜

角の不確かさを考慮，ＮＳ方向） 
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第 6－30 図（5） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（断層傾斜

角の不確かさを考慮，ＥＷ方向） 
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第 6－30 図（6） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（断層傾斜

角の不確かさを考慮，ＵＤ方向） 

 

h=0.05

加
速
度
(c
m/
s

2 )

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

100

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

100

10
00
0

50
00

10
00
0

10

50
00

10

50
00

20
00

20
00

10
00

50
0

10
00

50
0

1

20
0

50
0

1

20
0

10
0

10
0

0.1

10
0

0.1

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10
周　期　(s)

速
　

度
　

(c
m
/s

)

破壊開始点１ 
破壊開始点２ 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
2 



 

145 
 

 

 

 

第 6－30 図（7） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（アスペリ

ティ位置の不確かさを考慮，ＮＳ方向） 

h=0.05

加
速
度
(c
m/
s

2 )

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

100

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

100

10
00
0

50
00

10
00
0

10

50
00

10

50
00

20
00

20
00

10
00

50
0

10
00

50
0

1

20
0

50
0

1

20
0

10
0

10
0

0.1

10
0

0.1

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10
周　期　(s)

速
　

度
　

(
cm

/s
)

破壊開始点１ 
破壊開始点２ 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
2 



 

146 
 

 

 

 

 

第 6－30 図（8） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（アスペリ

ティ位置の不確かさを考慮，ＥＷ方向） 
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第 6－30 図（9） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（アスペリ

ティ位置の不確かさを考慮，ＵＤ方向） 

  

h=0.05

加
速
度
(c
m/
s

2 )

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

100

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

100

10
00
0

50
00

10
00
0

10

50
00

10

50
00

20
00

20
00

10
00

50
0

10
00

50
0

1

20
0

50
0

1

20
0

10
0

10
0

0.1

10
0

0.1

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10
周　期　(s)

速
　

度
　

(c
m/

s)

破壊開始点１ 
破壊開始点２ 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
2 



 

148 
 

 

 

 

第 6－30 図（10） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（応力降下

量の不確かさを考慮，ＮＳ方向） 
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第 6－30 図（11） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（応力降下

量の不確かさを考慮，ＥＷ方向） 
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第 6－30 図（12） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（応力降下

量の不確かさを考慮，ＵＤ方向） 
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第 6－30 図（13） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（地震規模

の不確かさを考慮，ＮＳ方向） 
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第 6－30 図（14） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（地震規模

の不確かさを考慮，ＥＷ方向） 
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第 6－30 図（15） 茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（地震規模

の不確かさを考慮，ＵＤ方向） 
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第 6－31 図（1） 加藤他（2004）に基づき設定した応答スペクトル（水平方向） 
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第 6－31 図（2） 加藤他（2004）に基づき設定した応答スペクトル（鉛直方向） 
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第 6－32 図（1） 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（水平方向） 
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第 6－32 図（2） 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（鉛直方向） 
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第 6－33 図（1） 設計用応答スペクトル（水平方向，ＳＳ－Ｄ１Ｈ） 
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第 6－33 図（2） 設計用応答スペクトル（鉛直方向，ＳＳ－Ｄ１Ｖ） 
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第 6－34 図（1） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較

（ＮＳ方向） 
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第 6－34 図（2） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較

（ＥＷ方向） 
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第 6－34 図（3） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較

（ＵＤ方向） 
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第 6－35 図（1） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳの比較

（ＮＳ方向） 
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第 6－35 図（2） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳの比較

（ＥＷ方向） 

h=0.05

加
速
度
(c
m/
s

2 )

加
速
度
(c
m/
s

2 )

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

変
位
(cm)

100
100

10
00
0

50
00

10
00
0

50
00

10

20
00

50
00

10

20
00

10
00

10
00

50
0

50
0

1

50
0

1

20
0

20
0

10
0

10
0

0.1

10
0

0.1

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10
周　期　(s)

速
　

度
　

(
c
m
/
s
)

ＳＳ－Ｄ１ 

ＳＳ－１１ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 1） 

ＳＳ－１２ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 2） 

ＳＳ－１３ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 3） 

ＳＳ－１４ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点 2） 

ＳＳ－２１ 2011 年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ） 

ＳＳ－２２ 2011 年東北地方太平洋沖型地震（ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 

断層モデルを用いた手法による各評価結果 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
2 



 

165 
 

 

 

 

 

 

 

 

第 6－35 図（3） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と断層モデルを用いた手法による基準地震動ＳＳの比較

（ＵＤ方向） 
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第 6－36 図（1） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と震源を特定せず策定する地震動の比較（水平方向） 

  

h=0.05

加
速
度
(c
m/
s

2 )

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

100

変
位
(cm)

加
速
度
(c
m/
s

2 )

100

10
00
0

50
00

10
00
0

10

50
00

10

50
00

20
00

20
00

10
00

50
0

1

10
00

20
0

10
0

50
0

1

0.1

10
0

0.1

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10
周　期　(s)

速
　

度
　

(
c
m
/
s
)

ＳＳ－Ｄ１ 

ＳＳ－３１ 2004 年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動 

加藤他（2004）に基づき設定した応答スペクトル 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
2 



 

167 
 

 

 

 

 

第 6－36 図（2） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と震源を特定せず策定する地震動の比較（鉛直方向） 
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模擬地震波（ＳＳ－Ｄ１Ｈ） 

 

 

模擬地震波（ＳＳ－Ｄ１Ｖ） 

 

第 6－37 図 応答スペクトル比 
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第 6－38 図 基準地震動ＳＳ－Ｄ１の時刻歴波形 
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第 6－39 図（1） 基準地震動ＳＳ－１１の時刻歴波形 

 

 

 

 

第 6－39 図（2） 基準地震動ＳＳ－１２の時刻歴波形 
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第 6－39 図（3） 基準地震動ＳＳ－１３の時刻歴波形 

 

 

 

 

第 6－39 図（4） 基準地震動ＳＳ－１４の時刻歴波形 
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第 6－39 図（5） 基準地震動ＳＳ－２１の時刻歴波形 

 

 

 

 

第 6－39 図（6） 基準地震動ＳＳ－２２の時刻歴波形 
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第 6－40 図 基準地震動ＳＳ－３１の時刻歴波形 
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第 6－41 図（1） 基準地震動ＳＳの応答スペクトル（ＮＳ方向） 
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ＳＳ－Ｄ１  

ＳＳ－１１ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層のよる地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 1） 

ＳＳ－１２ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 2） 

ＳＳ－１３ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 3） 

ＳＳ－１４ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点 2） 

ＳＳ－２１ 2011 年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ） 

ＳＳ－２２ 2011 年東北地方太平洋沖型地震（ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 

ＳＳ－３１ 2004 年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動 
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第 6－41 図（2） 基準地震動ＳＳの応答スペクトル（ＥＷ方向） 
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ＳＳ－Ｄ１  

ＳＳ－１１ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 1） 

ＳＳ－１２ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 2） 

ＳＳ－１３ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 3） 

ＳＳ－１４ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点 2） 

ＳＳ－２１ 2011 年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ） 

ＳＳ－２２ 2011 年東北地方太平洋沖型地震（ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 

ＳＳ－３１ 2004 年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動 
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第 6－41 図（3） 基準地震動ＳＳの応答スペクトル（ＵＤ方向） 
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ＳＳ－Ｄ１  

ＳＳ－１１ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 1） 

ＳＳ－１２ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 2） 

ＳＳ－１３ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 3） 

ＳＳ－１４ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点 2） 

ＳＳ－２１ 2011 年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ） 

ＳＳ－２２ 2011 年東北地方太平洋沖型地震（ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 

ＳＳ－３１ 2004 年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動 
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第 7－1 図 活断層の分布（調査モデル） 
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第 7－2 図 活断層の分布（推本参考モデル） 
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第 7－3 図 海溝型地震で考慮する特定震源モデル（調査モデル） 
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第 7－4 図 海溝型地震で考慮する特定震源モデル（推本参考モデル） 
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第 7－5 図 垣見他（2003）による領域区分 
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第 7－6 図 地震調査研究推進本部による領域区分 

 

 

  

地震調査研究推進本部(2012)「震源断層を予め特定しにくい地震」

の領域区分に基づき作成。番号は領域番号を示す。 
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第 7－7 図 領域区分（内陸地殻内地震（調査モデル，推本参考モデル共通）） 
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第 7－8 図 領域区分（海溝型地震（調査モデル）） 

  

 

①太平洋プレートの上面深度が 60km よりも深い領域 

②垣見他(2003)の 8A3 に対応し，太平洋プレートの上面深度が 60km よりも浅い領域 

（東側の境界以東では，地震数が減少するため境界線を設定） 

③主にフィリピン海プレートに関する地震活動が見られる領域 

④茨城県南西部から千葉県北部にかけて中小地震の活動が活発な領域 

（太平洋プレートとフィリピン海プレートの地震が混在している領域） 
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第 7－9 図 領域区分（海溝型地震（推本参考モデル）） 
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③地震調査研究推進本部の地震活動の長期評価における「茨城県沖のプレート間地震」の領域 

④地震調査研究推進本部の地震活動の長期評価における「房総沖」の領域 

⑤地震調査研究推進本部の確率論的地震動予測地図における太平洋プレートの上面が 60km よりも深い領域 

⑥地震調査研究推進本部の地震活動の長期評価における「その他の南関東で発生するＭ7程度の地震」の領域 
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第 7－10 図 地震観測記録による補正係数 

（内陸地殻内地震のうち福島県と茨城県の県境付近で発生する地震） 
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第 7－11 図 地震観測記録による補正係数 

（海溝型地震のうち鹿島灘周辺で発生する地震） 
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第 7－12 図 地震観測記録による補正係数 

（海溝型地震のうち深い場所で発生する地震） 
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第 7－14 図（1） 平均地震ハザード曲線（水平方向） 
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第 7－14 図（2） 平均地震ハザード曲線（鉛直方向） 
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第 7－15 図（1） フラクタイル地震ハザード曲線（水平方向） 
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第 7－15 図（2） フラクタイル地震ハザード曲線（鉛直方向） 
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第 7－16 図（1） 震源別平均ハザード曲線 （水平方向） 
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第 7－16 図（2） 震源別平均ハザード曲線 （鉛直方向） 
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※実線はＮＳ方向，破線はＥＷ方向。          

 

第 7－17 図（1） 一様ハザードスペクトルと基準地震動ＳＳ－Ｄ１，ＳＳ－１１～ＳＳ－２２の応

答スペクトルの比較（水平方向） 
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第 7－17 図（2） 一様ハザードスペクトルと基準地震動ＳＳ－Ｄ１，ＳＳ－１１～ＳＳ－２２の応

答スペクトルの比較（鉛直方向） 
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第 7－18 図（1） 内陸地殻内地震の領域震源モデルによる一様ハザードスペクトルと基準地震動

ＳＳ－３１の応答スペクトルの比較（水平方向） 
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第 7－18 図（2） 内陸地殻内地震の領域震源モデルによる一様ハザードスペクトルと基準地震動

ＳＳ－３１の応答スペクトルの比較（鉛直方向） 
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第 8－1 図（1） 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル（ＮＳ方向） 
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第 8－1 図（2） 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル（ＥＷ方向） 
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第 8－1 図（3） 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル（ＵＤ方向） 
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第 8－2 図 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ１の時刻歴波形 

-435 
-600

-300

0

300

600

0 50 100 150 200

加
速

度
(
c
m
/
s
2
)

時間(s)

280 

-600

-300

0

300

600

0 50 100 150 200

加
速

度
(
c
m
/
s
2
)

時間(s)

水平方向 

鉛直方向 



 

204 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
2
 R
1 

 

 

 

 

第 8－3 図（1） 弾性設計用地震動Ｓｄ－１１の時刻歴波形 

 

 

 

 

第 8－3（2） 弾性設計用地震動Ｓｄ－１２の時刻歴波形 
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第 8－3 図（3） 弾性設計用地震動Ｓｄ－１３の時刻歴波形 

 

 

 

 

第 8－3 図（4） 弾性設計用地震動Ｓｄ－１４の時刻歴波形 
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第 8－3 図（5） 弾性設計用地震動Ｓｄ－２１の時刻歴波形 

 

 

 

 

第 8－3 図（6） 弾性設計用地震動Ｓｄ－２２の時刻歴波形 
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第 8－4 図 弾性設計用地震動Ｓｄ－３１の時刻歴波形 
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第 8－5 図（1） 弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓ１の応答スペクトルの比較（ＮＳ方向） 
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第 8－5 図（2） 弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓ１の応答スペクトルの比較（ＥＷ方向） 
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                                    ※実線はＮＳ方向，破線はＥＷ方向。     

      

第 8－6 図（1） 一様ハザードスペクトルと弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ１，Ｓｄ－１１～Ｓｄ－２２

の応答スペクトルの比較（水平方向）  
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第 8－6 図（2） 一様ハザードスペクトルと弾性設計用地震動Ｓｄ－３１の応答スペクトルの比較

（水平方向） 
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第 8－6 図（3） 一様ハザードスペクトルと弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ１，Ｓｄ－１１～Ｓｄ－２２

の応答スペクトルの比較（鉛直方向）  
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第 8－6 図（4） 一様ハザードスペクトルと弾性設計用地震動Ｓｄ－３１の応答スペクトルの比較

（鉛直方向） 
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第 8－7 図 最大入力加速度とスケルトン上の最大応答 
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